
令和元年度第６回 地域連携推進機構運営会議 議事次第 

 

日 時：令和元年６月１４日（金） １４：００～１６：００ 

場 所：本部管理棟 ２階 第二会議室 

 

【議題】  

＜審議事項＞ 資料番号 

１ キャンパスクリエイト社との産学連携推進に関する契約締結について 審議１ 

２ 監事監査報告書への対応について 審議２ 

３ ７０周年記念誌の執筆について 審議３ 

４ 国立大学法人地域連携推進機構共用研究室等使用内規の改正について 審議４ 

５ その他  

＜報告事項＞  

１ 与那国 ICT実証実験について 報告１ 

２ JTA機内誌「Coral Way」への琉大コラム掲載について 報告２ 

３ 産業医巡視指摘事項の改善について 報告３ 

４ 各室･部門の当面の活動予定（主要事項）について 報告４ 

５ その他  

 

※参考資料 

・ 地域連携推進機構運営会議 委員名簿（平成３１年４月１日時点）（参考資料１） 

・ 国立大学法人琉球大学地域連携推進機構規則（参考資料２） 

・ 地域連携推進機構運営会議 座席表（参考資料３） 

 

 

※今後の日程（予定） 

・ 第７回 … ７月１２日（金） １０：００～１２：００  於：本部管理棟 ２階 第二会議室 

・ 第８回 … ９月１３日（金） １４：００～１６：００  於：本部管理棟 ２階 第二会議室 
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令和元年度第４回 地域連携推進機構運営会議 

 議事要旨（案） 

 

日 時: 平成３１年５月１７日（金） １０：００～１１：１５ 

場 所: 大学本部棟２階 第二会議室 

出席者: 牛窪 潔（機構長）、竹村 明洋（副機構長 兼 産学官連携部門長）、背戸 博史（地域連携企画

室長 兼 生涯学習推進部門長）、島袋 亮道（地域連携企画室 特命准教授）、柴田 聡史（生涯学

習推進部門 准教授）、瀬名波 出（産学官連携部門 教授(併任)）、眞榮平 孝裕（産学官連携部

門 教授(併任)）、新田 早苗（総合企画戦略部長）、金城 徹（総合企画戦略部 地域連携推進課

長） 

欠席者: 小島 肇（地域連携企画室 特命准教授）、畑中 寛（地域連携企画室 特命准教授） 

陪席者: 大城 光雄（課長代理(併)企画係長）、赤嶺 雅哉（地域連携推進係長）、與儀 あゆみ（産学連携

推進係長）、金城 まなみ（企画係主任）、田頭 明子（地域連携推進係主任）、照喜名 佑悟（企

画係員）、宮平 知佳子（地域連携推進係員）、天願 翔太（産学連携推進係員） 

 

※審議に先立ち、４月２５日開催の平成３１（令和元）年度第１回運営会議の議事要旨案、５月１０日

開催の令和元年度第２回運営会議（メール会議）議事要旨案，５月１３日開催の令和元年度第３回運営

会議（メール会議）議事要旨案について確認があり、了承された。 

 

 

＜審議事項＞ 

議長から、次の５件の事項について機構の今後の対応について審議を行う旨提案があり、各担当から

説明の上、審議を行った。 

 

１．２０１９年度地域協働プロジェクト推進事業（継続分）の審査について 

背戸室長から、資料（審議１）に基づき、２０１９年度の継続事業の審査について説明があり、継

続申請のあった４件について、今後、経費の配分や細かな修正については地域連携企画室で検討した

い旨の説明があった。 

審議の結果、提案のとおり、地域連携企画室で最終決定することで了承された。 

 

２．国立大学法人琉球大学における大学発ベンチャーの認定に関する規程の改正及び商業登記許可手続

きについて 

竹村部門長から、資料（審議２）に基づき、①第１０条の改正案、②商業登記の申請書案、③商業

登記の申請に係る根拠規定の追記並びに④優先支援に関する条文の追記の４件について説明があっ

た。 

審議の結果、根拠規程等のほか、商業登記の大学での取扱い等について、法規担当者に確認・相談

の上で追記･修正し、結果をメールで報告することとして了承された。 
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３．九州・大学発ベンチャー振興シーズ育成資金（ギャップ資金）の審査について 

竹村部門長から、資料（審議３）に基づき説明があった。 

審議の結果、「九州・大学発ベンチャー振興シーズ育成資金審査委員会設置要綱（案）」第３条の審

査委員会の委員の構成の規定について、法規担当者に確認の上、必要に応じて修正し、結果をメール

で報告することとして了承された。 

 

４．研究推進機構（研究企画室）との連携について 

竹村部門長から、研究推進機構研究企画室と地域連携推進機構産学連携部門とで、今後、互いの部

門会議やミーティングに陪席し、情報共有を図って連携していきたい旨の説明があった。 

  審議の結果、提案のとおり了承された。 

 

５．地域連携推進機構が実施する公開講座の企画について 

  背戸室長及び島袋特命准教授から、資料（審議５）に基づき、説明があった。 

  審議の結果、講座名を調整の上、提案のとおり了承された。 

 

 

 

＜報告事項＞ 

議長から、次の５つの事項について機構の現状の認識と情報の共有を図るため、各担当から報告を行

うよう発言があった。 

 

１．２０１９年度学長特別政策経費重点施策推進枠事業への提案について 

  背戸室長から、資料（報告１）に基づき、地域連携企画室から提案した３件の事業について、学長

へ提出した旨の報告があった。 

 

２．令和元年度産学官金共同研究スタートアップ支援事業の公募について 

竹村部門長から、資料（報告２）に基づき報告があった。 

 

３．令和元年度琉球大学ブランド商品開発支援事業の公募について 

竹村部門長から、資料（報告３）に基づき報告があった。 

 

４．第１回 琉大未来共創フォーラムの開催について 

  牛窪機構長から、資料（報告４）に基づき、フォーラムの開催についての案内並びに名称の変更に

ついて報告があり、今後、地域連携推進機構として同フォーラムの企画立案・運営をどのように行う

のか議論していきたいとの提案があった。 

 

５．各室･部門の当面の活動予定（主要事項）について 

各室・部門から、資料（報告５）に基づき、それぞれ報告があった。 
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令和元年度第５回 地域連携推進機構運営会議（メール会議）  

議事要旨（案） 

 

日 時: 平成３１年５月２２日（水）（メール送信日）～５月２３日（木）（意見等期限日） 

委 員: 牛窪 潔（機構長）、竹村 明洋（副機構長 兼 産学官連携部門長）、背戸 博史（地域連携企画

室長 兼 生涯学習推進部門長）、小島 肇（地域連携企画室 特命准教授）、島袋 亮道（地域連携

企画室 特命准教授）、畑中 寛（地域連携企画室 特命准教授）、柴田 聡史（生涯学習推進部門 

准教授）、瀬名波 出（産学官連携部門 教授(併任)）、眞榮平 孝裕（産学官連携部門 教授(併

任)）、新田 早苗（総合企画戦略部長）、金城 徹（総合企画戦略部 地域連携推進課長） 

 

 

＜審議事項＞ 

急を要する案件であることから、議長の提案により、次の事項についてメールにより審議を行った。 

 

１．地域志向活動トライアル経費による正課科目における地域志向取組の選定（案）について 

 

審議の結果、原案どおり了承された。 
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【審議１】

令和元年 6 月 6 日
産学官連携部門会議 承認

キャンパスクリエイト社との産学連携推進に関する契約締結について【概要】

●経緯

昨年度 3 月に課題解決プログラムとして、「外部資金・共同研究受入額の改善」をテーマ

に研究企画室の羽賀 URA 主導で、総合企画戦略部内各事務担当でワーキンググループを立

ち上げ、テーマ解決のためにいくつかの施策が提案された。

 その施策の一つとして、マッチング業者を活用し、共同研究件数の拡大を目指すことが挙

げられた。

●目的

県外のマッチング業者を活用することで、学内の研究シーズの発信を強化し、共同研究件

数の拡大を目指す。

●検討事項

１．キャンパスクリエイト社との産学連携推進に関する契約締結について

〇マッチング業者選定理由

国内のマッチング業者大手 3 社 
・ナインシグマ（国際的なマッチングが得意）

・リンカーズ（ものづくり系のマッチングが得意）

・キャンパスクリエイト（広い業種でのマッチングを行う）

→総合的にキャンパスクリエイト社をマッチング業者の第一候補とした。

〇キャンパスクリエイト社の企業概要 

・国立大学法人電気通信大学の TLOであり、経済産業省・文部科学省の承認 TLO及び文部科

学省の認定 TLOである。 

※TLO：Technology Licensing Organization（技術移転機関）

・産学官連携、包括コンサルティング、国際連携、人材ソリューション、ビジネスパートナ

ー募集、シニア技術者の技術支援サービスなどを行っている。

・産学官連携サービスにおいて、企業ニーズを聞き取り、大学研究者とのマッチングを行っ

ている。これまでに 450テーマ以上、多数の大学・研究機関等との共同研究コーディネー

ト実績あり。
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〇サービスを利用するために必要な事項 

・キャンパスクリエイト社の産学官連携サービスを利用するにあたって、大学との「産学連

携推進に関する契約」の締結が必要。（大学の費用負担無し）

〇補足

・マッチングが成立した場合は、大学・共同研究企業・キャンパスクリエイト社との 3 社間

での共同研究契約締結となる。

・大学はキャンパスクリエイト社から共同研究費を受け入れる。大学の費用持ち出しはな

く、共同研究を希望する企業が、コンサルタント料としてキャンパスクリエイト社へ必要

経費を支払う。
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産学連携推進に関する契約書（案）

国立大学法人〇〇大学（以下「甲」という。）と、株式会社キャンパスクリエイト（以下「乙」と

いう。）は、産学連携の推進を目的として、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（研究成果の開示）

第１条 甲は、自己の定めるところにより一般開示可能な研究成果（以下「本研究」という。）を乙

に開示するものとする。

（産学連携推進活動) 
第２条 乙はホームページによる研究紹介、企業訪問などによる本研究の第三者への紹介活動を実

施する。

２ 乙は共同研究契約の締結に向けて、甲と紹介した第三者との間の共同研究内容及び契約内容に

ついての調整を行うものとする。

３ 甲は、乙より第三者への紹介活動に対しての支援要請を受けた場合は、可能な限り協力するも

のとする。

（第三者との共同研究契約）

第３条 乙の本研究紹介活動により第三者と共同研究契約を締結することになった場合は、当該第

三者の了解を得て、甲、乙及び当該第三者の３者間で別途、共同研究契約を締結する。

２ 上項の共同研究を実施する場合、乙は、乙及び当該第三者間で別途締結する契約に基づき、共

同研究費用を含むコンサルタント料を当該第三者から受け取り、甲へ共同研究費用を支払うもの

とする。

（コンサルタントの内容）

第４条 乙は、甲及び第三者間で実施する共同研究に関して進捗管理を行ない、共同研究当事者で  

ある甲の研究者及び当該第三者の相談にも応じるものとする。

（知的財産権の技術移転）

第５条 乙の紹介活動によって、甲の保有する知的財産権が第三者へ技術移転された場合、乙は、

甲が第三者より受け取るライセンスフィーのうち 30％を甲に対し請求するものとする。

（活動に係る経費）

第６条 乙は、紹介活動を行うにあたって必要な人件費を原則として自己負担するものとする。た

だし、甲の依頼により、甲の保有するシーズの紹介を行うことを目的としたイベント等を実施する

場合は、別途協議するものとする。

（秘密保持）

第７条 甲及び乙は、本契約に基づき知りえた相手方の技術情報を、相手方の書面による承諾を得

ず第三者に開示し、又は他の目的に使用してはならない。但し、次の各号のいずれかに該当する

情報については、この限りでない。

（1）相手方から開示を受ける前に、公知となっていた情報 
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（2）相手方から開示を受ける前に、自己が保有していたことを証明できる情報 
（3）相手方から開示を受ける後に、自己の責に帰し得ない事由で公知になった情報 
（4）正当な権利を有する第三者から守秘義務を負わずに合法的に取得した情報 
（5）乙が、共同研究先の候補者たる第三者に対し、秘密保持契約等を締結して開示する情報 
（6）共同研究先等を募ることを目的に、発明の特徴等を公表する情報 
（7）甲乙及び発明者が合意して、論文発表等により第三者に開示する情報 
（8）発明等に関する製品の開発、許可取得、販売等、企業化に必要な範囲で関係行政当局その他

の関係者に開示する必要があるもので、甲乙が開示に合意した情報

（有効期間）

第８条 本契約の有効期間は、契約成立の日から1年間有効とし、期間満了の１ヶ月前までに契約終了の意

志表示が当事者の一方から相手方にされないときは、有効期間はさらに１年間自動的に延長されるものと

し、以後も同様とする。 

（契約の解除等）

第９条 甲及び乙は、誠意を持って本契約を履行し、甲又は乙が本契約に違反して相手方に損害を

与えた場合には、その損害賠償の責を免れないものとする。

２ 甲及び乙は、相手方が本契約に違反し、書面による催告後３０日を経過しても当該違反が是正

されない場合には、本契約を解除することができる。 

（協議） 

第１０条 本契約に取り決めのない事項又は本契約の条項に疑義が生じた事項については、その都

度、甲乙間で誠意をもって協議のうえ決定する。

以上契約の締結を証して、本書２通を作成し甲乙各１通を保管する。

平成  年  月  日

（甲） （住所）

国立大学法人〇〇大学

（締結者名）

（乙） 東京都調布市調布ヶ丘 1丁目 5番地 1 電気通信大学内

株式会社 キャンパスクリエイト

代表取締役 安田 耕平
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ver.201904 

 

共同研究契約書（ひな型）

（契約項目表）

１．契約当事者

甲 国立大学法人〇〇

乙

丙 株式会社キャンパスクリエイト

２．研究題目

３．研究内容

４．研究期間   年  月  日から  年  月  日まで

５．研究担当者

「＊」は研究代表者を

示す。

区分 氏名 所属部署・職名 派遣の有無 

甲
＊

乙
有・無

６．技術移転機関

（TLO）担当者 
丙

７．研究経費の負担

区分 
直接経費

※甲の本共同研究の実施に

要する経費

間接経費

※甲の管理等経費で直接経費の

30％相当

共同研究員研究料

※研究担当者派遣｢有｣の場合

年額 400,000 円×人×消費税

丙
円 円 円(税込) 

総額  円（消費税を含む）

８．ノウハウの秘匿期間 ノウハウを特定した日から本共同研究完了又は中止後２年間

９．秘密保持義務の存続期間 本共同研究開始の日から研究完了後又は研究中止後２年間

 表記契約項目表１に掲げる契約当事者である甲乙及び丙は、上記契約項目表記載の共同研究（以下「本共同

研究」という。）を実施するにつき、次の各条のとおり共同研究契約（以下「本契約」という。）を締結するも

のとし、甲及び乙は本契約に基づいて共同研究を実施し、丙は本契約に基づく共同研究が遅滞なく実施される

ために甲乙間の調整を行うものとする。本契約締結を証するため、この契約書３通を作成し、甲、乙、丙それ

ぞれ１通を保管するものとする。

  年  月  日

（甲） （住所）

国立大学法人〇〇大学

（契約責任者）

 ㊞

（乙） 

 ㊞

（丙） 東京都調布市調布ケ丘一丁目５番地１

電気通信大学内

株式会社キャンパスクリエイト

代表取締役  安田 耕平   ㊞
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（定義）

第１条 本契約における用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

一 「研究成果」とは、本契約に基づき得られたもので、第１７条に規定する実績報告書中で成果と

して確定された本共同研究の目的に関係する発明、考案、意匠、著作物、ノウハウ等の技術的成果

をいう。

二 「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。

イ 特許権、実用新案権、意匠権、商標権、半導体集積回路の回路配置利用権、種苗法に規定する

育成者権、及びこれら各権利の登録を受ける権利、並びに外国におけるこれら各権利に相当する

権利（以下「特許権等」という。）

ロ 著作権法に規定するプログラムの著作物、及び仕様書などプログラムの著作物に付随するドキ

ュメント、ならびにデータベースの著作物（以下「プログラム著作物等」という。）の著作権、並

びに外国における当該著作権に相当する権利

ハ 第１４条により特定する、秘密として管理されている有用な技術情報であって、ノウハウ等の

不正競争防止法２条６項で保護されるもの（以下「ノウハウ」という。）に関する権利

２ 本契約において「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象とな

るものについては考案、意匠権、商標権、回路配置利用権及び著作権の対象となるものについては創

作、育成者権の対象となるものについては育成、並びにノウハウの対象となるものについては案出を

いう。

３ 本契約において、知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第２

条第３項に定める行為、意匠法第２条第３項に定める行為、商標法第２条第３項に定める行為、半導

体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める行為、種苗法第２条第５項に定める行為、

著作権法に定める著作物の利用行為及びプログラム著作物等を使用する行為並びにノウハウの使用を

いう。

（研究に従事する者）

第２条 甲及び乙の本共同研究に係る研究担当者は、表記契約項目表５に掲げる者（以下「研究担当者」

という。）とし、このうち乙の研究担当者で甲の施設において本共同研究に従事する者については、甲

は民間等共同研究員（以下「共同研究員」という。）として受け入れるものとする。

２ 丙の本共同研究に係る技術移転機関担当者は、表記契約項目表６に掲げる者とし、本共同研究の調

整役として参加するものとする。

３ 甲及び乙は、本共同研究に新たに研究担当者を参加させようとするときは、あらかじめ相手方及び

丙に書面等（記録の残る電子的な文書を含む。以下同じ。）により通知し、相手方及び丙の書面による

同意を得るものとする。

（研究協力者）

第３条 甲及び乙は、本共同研究の遂行上、前条の研究担当者以外の者の協力を得ることが必要となっ

たときは、書面による相手方及び丙の同意を得た上で、当該研究担当者以外の者を研究協力者として

本共同研究に参加させることができる。
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２ 前項の場合、甲又は乙又は丙は、研究協力者となる者に本契約内容を遵守させなければならない。

３ 研究協力者が本共同研究の結果、発明等を行ったときは、第１０条及び第１２条の規定を準用する

ものとする。

（研究に要する経費の負担・支払）

第４条 甲は、甲の施設・設備を本共同研究の用に供するものとする。

２ 乙は、共同研究に係る研究費用（以下「研究費用」という。）を負担するものとし、乙丙間で別に定

めるところにより、丙に支払うものとする。

３ 甲は、丙に対し、契約項目表７に掲げる本共同研究遂行のために特に必要となる教員及び研究支援

者等の人件費、設備購入費、謝金、旅費、消耗品費、物件費等の直接的な経費（以下「直接経費」と

いう。）と本共同研究遂行に関連し直接経費以外に甲の管理等に必要な経費（以下「間接経費」という。）

及び共同研究員研究料の合算額（以下「研究経費」という。）の支払いを請求するものとし、丙は甲の

財務責任者の発する請求書により、当該請求書発行の日から３０日以内（以下「支払期限」という。）

に支払わなければならない。

なお、請求書の発行日については、甲丙間で事前に確認するものとする。

４ 前項の間接経費の額は、直接経費の３０％に相当する額とする。

５ 第３項に規定する共同研究員研究料の額は、共同研究員１人あたり年額 400,000 円に消費税を加え

た額とする。ただし、共同研究員研究料の月割計算は行わないものとする。

６ 丙は所定の支払期限までに第３項に規定する研究経費を支払わないときは、支払日の翌日から支払

の日までの日数に応じ、その未納額に年５％の割合で計算した延滞金を支払わなければならない。

７ 丙は、第２項に定める乙からの研究費用の支払いが履行されず、第３項に定める支払期限までに甲

への支払いができない場合は、速やかに甲に報告するとともに、甲乙丙協議の上、取扱いについて決

定するものとする。

（経理）

第５条 前条第２項の研究費用の経理は、丙が行い、前条第３項の研究経費の経理は、甲が行うものと

する。

（研究経費により取得した設備等の帰属）

第６条 表記契約項目表７に掲げる研究経費により取得した設備等は、甲に帰属するものとする。

（施設・設備の提供等）

第７条 甲は、本共同研究の用に供するため、乙から乙の設備を乙の同意を得て無償で受け入れること

ができるものとする。なお、甲は乙から受け入れた設備について、その据付完了の時から返還に係る

作業が開始される時まで善良なる管理者の注意義務をもってその保管に当たらなければならない。

２ 前項に規定する設備の搬入及び据付けに要する経費は、乙の負担とする。

（研究の中止又は期間の延長）

第８条 甲乙丙のいずれにも責を帰せられない天災その他本共同研究の遂行上やむを得ない事由がある

ときは、甲乙丙協議の上、本共同研究を中止し、又は研究期間を延長することができる。

２ 前条の規定により本共同研究を中止した場合において、直接経費の額に残額が生じた場合は、丙は

甲に残額の返還を請求できるものとし、乙は乙の支払った研究費用の額に残額が生じた場合は、乙は
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丙に残額の返還を請求できるものとする。この場合、甲は丙からの返還請求、および丙は乙からの返

還請求があったときは、これに応じなければならない。

３ 第１項の規定により本共同研究の研究期間を延長した場合において、研究経費に不足を生じるおそ

れが発生したときは、甲乙丙協議の上、不足する額を負担するかどうかを決定するものとする。ただ

し、共同研究員研究料については必ず負担しなければならない。

（提供物品の返還）

第９条 甲は、本共同研究を完了し、又は中止したときは、第７条第１項の規定により乙から受け入れ

た設備を本共同研究完了又は中止の時点の状態で乙に返還するものとする。この場合において、撤去

及び搬出に要する経費は、乙が負担するものとする。

（知的財産権の出願等）

第１０条 甲及び乙は、本共同研究の実施に伴い発明等が生じた場合には、速やかに相互に通知しなけ

ればならない。

２ 甲又は乙は、本共同研究の結果、甲又は乙の研究担当者が単独で発明等を行ったときは、それぞれ

に単独帰属とし、出願等を行うことができる。この場合、当該発明等に係る知的財産権出願等の前に

あらかじめ相手に単独発明の確認を得るものとする。

３ 甲及び乙は、本共同研究の結果、甲及び乙の研究担当者が共同して発明等を行ったときは、協議の

上、甲乙の共有又はいずれかの権利とする。

４ 前項の規定により甲乙の共有に係わるときは、互いの持分を決めて共同出願等契約を締結し、共同

して出願等するものとする。なお、甲乙の共有に係る知的財産権を第三者に実施許諾した場合の実施

料は、交渉等の手続きに要した費用を除き、当該知的財産権に係る甲及び乙の持分に応じて、それぞ

れに配分するものとする。

５ 第３項の規定により甲乙いずれかの権利としたときは、譲渡対価を決めて甲乙間で譲渡契約を締結

するものとする。

６ 甲及び乙が同意した時は、甲の持分の一部を丙に譲渡することができるものとし、その際の取扱い

については別途協議するものとする。

７ 前６項にかかわらず、プログラム著作物等の取扱いについては、第１２条で定める。 

（外国出願）

第１１条 前条の規定は、外国における発明等に関する特許権等の取扱いについても適用する。

（プログラム著作物等の取扱い） 

第１２条 研究成果であるプログラムの著作物が、複数のプログラム単位に分割されているときは、プ

ログラムの著作権は、プログラム単位毎に成立するものとする。

２ 研究成果であるプログラム著作物等の著作権は、次のとおりとする。

一 甲の研究担当者及び研究協力者のみが創作したプログラム著作物等の著作権は甲に帰属し、乙の

研究担当者及び研究協力者のみが創作したプログラム著作物等の著作権は乙に帰属する。

二 前号以外のプログラム著作物等の著作権は、甲及び乙の共有とし、当該著作物（以下「甲乙共有

の著作物」という。）の創作に対する甲乙それぞれの研究担当者又は研究協力者の貢献度に応じ、甲

乙の持分比を甲乙協議の上で定めるものとする。
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３ 甲及び乙は第１７条に規定する実績報告書の作成終了時までに、研究成果物であるプログラム著作

物等について、本条第２項によりその著作権の帰属について協議を行い、帰属について相手方から確

認を得るものとする。 

４ 甲及び乙は、第１６条の秘密保持義務を遵守の上、研究のため自己が使用する目的に限り、甲乙共

有の著作物について、無償にて使用、複製及び改変を行うことができる。改変後のプログラム著作物

等についても同様とする。 

５ 甲乙共有の著作物、及び前項により改変されたプログラム著作物等（以下「改変著作物」という。

なお、二次的著作物の範囲までを含み、改変の結果、全く新規の著作物となった物を除く）に係る著

作権を、乙が独占的に実施しようとするときは、別に実施契約で定める対価を甲に支払わなければな

らない。その場合においても、甲は、当該甲乙共有の著作物及び改変著作物に係る著作権を、自己の

教育及び研究目的に限り実施することができる。

６ 甲乙共有の著作物及び/又は改変著作物に係る著作権を、乙が商用又は自己の業務用で非独占的に実

施しようとするときは、共有著作権については共有者の合意によって実施可能となること等に鑑み、

実施契約でその条件等を定める。

７ 本条第５項により、乙が甲乙共有の著作物に係る著作権を独占的に実施する場合を除き、甲及び乙

は、甲乙共有の著作物及び/又は改変著作物について、第三者に対し当該著作物に係る著作権の実施を

許諾することができ、相手方はこれに対し同意しなければならない。また、甲及び乙が第三者から得

た対価は甲乙の持分に応じて分配する。

（単独帰属する知的財産権）

第１３条 甲は、甲に単独帰属した知的財産権の譲渡又は実施権の許諾を乙が希望する場合、第三者よ

り不利にならない条件で譲渡又は実施許諾するものとする。

（ノウハウの特定）

第１４条 甲及び乙は、本共同研究の結果、ノウハウに該当するものが生じたときは、協議の上、速や

かに書面等により特定するものとする。

２ 前項の規定により特定されたノウハウは、書面等による相手方の同意なく研究担当者、研究協力者

及び自己に属する本共同研究の管理のために知る必要のある者（以下併せて「研究担当者等」という。）

以外に開示又は漏洩してはならない。

３ ノウハウを秘匿すべき期間は、表記契約項目表８に記載のとおりとする。ただし、甲乙協議の上、

秘匿すべき期間を延長し、又は短縮することができる。

（情報交換）

第１５条 甲及び乙は、本共同研究の実施に必要な情報及び資料を相互に無償で提供又は開示するもの

とする。ただし、第三者との契約により秘密保持義務を負っているものについては、この限りではな

い。

２ 提供された資料は、本共同研究完了又は中止後、相手方から要求があった場合にはこれを返還する

ものとする。

（秘密の保持）

第１６条 甲、乙及び丙は、本共同研究の実施に伴い、情報を開示する当事者（以下「開示者」という。）

より提供又は開示を受けた情報であって、提供又は開示の際に開示者より秘密である旨の表示が明記
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された情報、又は口頭で開示の際に秘密である旨明示され、かつ口頭開示後３０日以内に書面等で情

報を受領する当事者（以下「受領者」という。）に対して通知された情報（以下併せて「秘密情報」と

いう。）について、研究担当者等及び技術移転機関（TLO）担当者以外に開示又は漏洩してはならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する情報については、この限りではない。

一 提供又は開示を受けた際、既に受領者が保有していた情報

二 提供又は開示を受けた際、既に公知となっている情報

三 提供又は開示を受けた後、受領者の責めによらずに公知となった情報

四 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに適法に取得した情報

五 秘密情報によることなく独自に開発又は取得した情報

六 あらかじめ書面等により開示者の同意を得た情報

２ 甲、乙及び丙は、秘密情報（前項各号に掲げるものを除く。以下同じ。）について、自己の研究担当

者等及び技術移転機関（TLO）担当者がその所属を離れた後も含め秘密を保持すべき義務を、当該研究

担当者等に対し負わせるものとする。 

３ 甲、乙及び丙は、秘密情報を本共同研究以外の目的に使用してはならない。ただし、あらかじめ書

面等により相手方の同意を得たときは、この限りではない。

４ 前３項の秘密保持義務の存続期間は、表記契約項目表９に記載のとおりとする。ただし、甲乙丙協

議の上、この期間を延長し、又は短縮することができる。

（実績報告書の作成）

第１７条 甲及び乙は、協力して、本共同研究の実施期間中に得られた研究成果について実績報告書を

とりまとめるものとする。

（研究成果の取扱い）

第１８条 甲及び乙は、本共同研究完了（研究期間が複数年度にわたるときは各年度末）又は中止後６

ヶ月以降、本共同研究の結果得られた研究成果（研究期間が複数年度にわたるときは当該年度に得ら

れた研究成果）について、第１４条に規定するノウハウの秘匿及び第１６条で規定する秘密情報の保

持義務を遵守した上で開示、発表又は公開すること（以下「研究成果の公表等」という。）ができる。

ただし、研究成果の公表という大学の社会的使命を踏まえ、相手方の同意を得たときは、公表の時期

を早めることができる。

２ 前項の場合、甲又は乙（以下この条において「公表希望当事者」という。）は、研究成果の公表等を

行おうとする日の３０日前までにその内容を書面等により相手方に通知しなければならない。

３ 前項の規定により通知を受けた相手方は、通知された公表内容に、将来期待される利益を侵害する

おそれがあると判断したときは、当該通知受理後１５日以内に公表内容の修正を書面等により公表希

望当事者に通知するものとし、公表希望当事者は、相手方と十分な協議をしなくてはならない。ただ

し、相手方は、正当な理由なく、かかる同意を拒んではならない。

４ 第２項の通知しなければならない期間は、本共同研究完了又は中止後２年間とする。ただし、甲乙

協議の上、この期間を延長し、又は短縮することができるものとする。

（契約の解除）
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第１９条 甲は、丙が表記契約項目表７に規定する研究経費を支払期限までに支払わないときは、第４

条第７項の場合を除き、本契約を解除することができる。

２ 甲乙及び丙は、次の各号いずれかに該当し、催告後３０日以内に是正されないときは、本契約を解

除することができるものとする。

一 他の契約当事者が本契約の履行に関し、不正又は不当の行為をしたとき

二 他の契約当事者が本契約に違反したとき

３ 甲乙及び丙は、他の契約当事者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、何らの催告を

要せず、本契約を解除することができる。

一 他の契約当事者又は他の契約当事者の役員等が、暴力団又は暴力団員であるとき

二 他の契約当事者の役員等が、自己、所属機関もしくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているとき

三 他の契約当事者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与しているとき

四 他の契約当事者の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき

（損害賠償）

第２０条 甲、乙及び丙は、前条に掲げる事由その他の事由により、自己の研究担当者、研究協力者、

もしくは技術移転機関（TLO）担当者に故意又は重大な過失があった場合に限り他の契約当事者が被っ

た損害を賠償する。

（契約の有効期間）

第２１条 本契約の有効期間は、表記契約項目表４に掲げる研究期間と同一とする。

２ 前項の規定にかかわらず、第３条及び第８条、第１０条から第１８条、第２０条及び第２３条の規

定は、当該条項に定める期間又は対象事項が全て消滅するまで有効に存続する。

（協議）

第２２条 本契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲乙丙協議の上、定め

るものとする。

（裁判管轄）

第２３条 本契約に関する訴えは、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。

以上
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?Q

A

オープンイノベーション推進室　須藤 慎
Tel：042-490-5728　
E-Mail：sudoh@campuscreate.com

担当者

共同研究契約共同研究契約

共同研究費共同研究費

企業紹介企業紹介 技術紹介・
契約交渉
技術紹介・
契約交渉

コンサルタント
費用
コンサルタント
費用 企業

機密保持契約機密保持契約 機密保持契約機密保持契約

研究機関

マッチングまでの流れ
今までに450テーマ以上、多数の大学・研究機関等との共同研究を
コーディネートしています。共同研究契約は3者間契約を締結しています。

契約形態、実績

▲ 高速データ処理デバイス

▼ ICCE2012　最優秀論文賞受賞

産学官連携

※ご相談は無料です。共同研究のテーマが固まった時点でお見積書を提出します。
※共同研究以外にも技術指導、委託研究、測定試験の受託など様々な連携形態があります。
※必要に応じて秘密保持契約を締結します。
※企業との連携が適している技術相談に対しても企業間連携のコーディネート対応が可能です。

●電気通信大学
●大阪府立大学
●関東学院大学
●熊本大学
●慶應義塾大学
●神戸大学
●埼玉大学
●静岡大学
●芝浦工業大学
●信州大学
●千葉工業大学
●宇都宮大学
●東京大学
●北海道大学
●東京都市大学
●富山県立大学
●日本医科大学
●広島大学
●山梨大学

●広島工業大学
●立正大学
●立命館大学
●早稲田大学
●上智大学
●青山学院大学
●中央大学
●鹿児島大学
●東京工業大学
●筑波大学
●豊橋技術科学大学
●兵庫県立大学
●千葉大学
●聖路加国際大学
●京都工芸繊維大学
●大阪市立大学
●はこだて未来大学
●長崎大学
●東京電機大学

＜一例＞

過去の契約実績

目利き力、全国の大学ネットワークを元に適任の研究者をコーディネートします。

ニーズの
ヒアリング

候補
研究者の
調査

研究者
への
打診

研究者
との
ご面談

共同研究
開始

新製品・新技術
を開発したい。

大学の設備を
利用したい。
分析・評価を
依頼したい。

困っている
技術課題を
解決したい。

技術指導を
お願いしたい。

産学官連携による
課題解決をご提案します！

事例 企業 株式会社エイ・オー・テクノロジーズ

研究者 国立大学法人電気通信大学 情報理工学研究科 範 公可 准教授

株式会社エイ・オー・テクノロジーズ 井上 克己 代表取締役が考案した新しい半導体デバイス「SLID」の
アイディアを具現化するため、電気通信大学 範 公可 准教授との共同研究をコーディネートしました。
2012年にIEEEが主催するICCE2012で最優秀論文賞を受賞し、2015年に日本コンピュータ・ダイナミクス株式
会社へ特許がライセンスされ、「高速データ処理デバイス」として製品化しました。
「SLID」はCPUと比較して情報検出処理を100万倍以上高速化するデバイスであり、
今後のIT分野を変貌する革新技術です。
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TLOは
「Technology Licensing Organization（技術移転機関）」
の略称です。
当社は国立大学法人電気通信大学のTLOとして
経済産業省・文部科学省の承認・認定TLOの認可を受けるとともに、
様々な大学・企業との広域的な連携をコーディネートしています。

お客様の課題解決を
オープンイノベーションで

実践する
広域TLO

活動 拠点

アクセス

〒182-8585 東京都調布市調布ヶ丘1丁目5 番1号　電気通信大学産学官連携センター内
TEL：042-490-5734　FAX：042-490-5727

調布
オフィス
調布
ブランチ

〒182-0021　東京都調布市調布ヶ丘 2-32-3　ジュネス 201

康派思技術諮問（シンセン）有限公司
中国広東省深圳市南山区高新区高新南四道19号深圳虚擬大学園A305室　518057
TEL：+86-755-26990484      FAX：+86-755-86370120

深セン（中国）

【電車】京王線調布駅北口より徒歩約７分 
【バス】小田急バス：電気通信大学学生寮下車

http://www.campuscreate.com/
キャンパスクリエイト 検索

会社 概要
会社名 　株式会社キャンパスクリエイト
資本金 　8,160万円　　（2007年11月増資）
設立 　1999年 9月
承認 　2003年 2月 ※承認TLO（経済産業省・文部科学省）　※認定TLO（文部科学省）
株主 　電気通信大学教職員、卒業生他　計135 名 

（調布オフィス、調布ブランチ）

従業員数 　15 名

経営
理念

品質
目標

キャンパスクリエイトは、文部科学省・経済産業省の認定・承認TLO（技術移転機関）として、
技術移転マネージメント事業を行い、大学シーズと企業のニーズをマッチングさせるとともに、
ソリューション事業として、お客様の相談ごとに
最善の方法で迅速に対応し、解決するサービスを提供いたします。 

お客様の信頼と満足を得る
業務・サービスを提供するTLO（技術移転機関）。 

役員 取締役会長 　有山 正孝（非常勤）
代表取締役社長　安田 耕平（常勤）
常務取締役 　高橋 めぐみ（常勤）
常務取締役 　李 瑩玉（常勤）

取締役 　佐藤 公俊（常勤）
取締役 　三木 哲也（非常勤）
取締役 　山森 信生（非常勤）
監査役 　前田 隆正（非常勤）
監査役 　江尻 貞明（非常勤）

甲州街道

武
蔵
境
通
り

調布駅
京王線←府中

電通大
（西地区）

電通大
（東地区）

西友●

新宿→

(広域地図 )

市役所
●

下石原交番前 小島町

調布パルコ● 調布駅北口交番
●

市役所
●

下石原交番前 小島町 調布駅入口調布駅入口

調布パルコ● 調布駅北口交番
●

西7号館

西4号館 西2号館

西3号館 西1号館

西9号館 西８号館

１００周年
キャンパス

計算機
センター

体育館

電気通信大学
学生寮前

電気通信
大学前

大学会館

B棟A棟

IS棟

C棟 D棟

東4号館

東6号館

東9号館

東10号館

東31号館

産学官連携
センター
（東7号館）

図書館

甲州街道

調布特別支援学校

第一小学校

三菱自動車販売

調布警察署
電気通信
大学前交番

東京現像所

武
蔵
境
通
り

下石原交番前 小島町 調布駅入口

西6号館

正門

西門
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「お客様の課題解決を
オープンイノベーションで実践する
広域TLO」をスローガンに
様々なサービスを提供しています。

※他、産業振興／地域振興のプロジェクト運営、
自社での研究開発・製造・販売など幅広い業務を行っています。

サービスメニュー

当社は電気通信大学から技術移転に関する
業務委託を受け、発明の権利化を共同で
行いながら、技術移転活動を行っています。

産学連携や地域の振興に繋がる様々なイベントを企画しています。

広域的な連携体制

大学と産業界との連携を促進する
リエゾン業務を
中心に目利き力と
ネットワーク、
TLOのノウハウを
生かした
幅広い活動を
行います。

事業スキーム 「オープンイノベーション推進ポータル」を運営し、
様々な大学のシーズ、大学発ベンチャーの製品、
産学連携による研究開発成果など、
先端技術をご紹介しています。

様々な大学・企業との業務提携

マッチングイベントなどの企画運営
例）提携大学との共同イベント企画(研究室紹介ツアー）

▲ 高出力人工筋肉や生物型ロボットの
開発と応用
バイオメカトロニクス研究室
教授 中村 太郎
バイオメカトロニクス研究室
教授 中村 太郎

国立大学法人電気通信大学との連携

事業内容

ビジネスパートナー募集

シニア技術者の技術支援サービス

人材ソリューション

国際連携

包括コンサルティング

産学官連携

教育研究組織（IE・IS・各研究センター）

国立大学法人 電気通信大学

大学
海外大学
研究機関

市場

日本企業
海外企業

産業界・地方自治体

研究推進機構

研究室

研究者

産学官連携
センター

ユーザー

新規事業創出

行政
（地方自治体など）

SVBL
サテライト
ベンチャー
ビジネス
ラボラトリー

【研究推進センター】 【産学官連携センター】

産学官連携支援部門

ベンチャー支援部門研究企画室（URA所属）

知的財産部門

業務委託

産学連携
（リエゾン）

共同研究等 知的財産等 技術移転

委員として参加

出願

継承判断等

研究推進課

特許庁

特許事務所

評価委員会

技術移転マネジメント事業

産業界

企業と大学の共同研究のための
連携支援・コンサルティング

知的財産権の取得・技術移転

ベンチャー支援

経営革新に取り組む中小企業の開発支援

ソリューション事業
研究開発助成制度の申請及び管理業務

ハードウェア・ソフトウェア
電子デバイスの開発、製造，販売

マーケティング支援

学会等各種イベントの企画、運営、管理

書籍・印刷物の企画、制作、出版

研究者・アシスタントの職業紹介

労働者派遣（派13-200033）

有料職業紹介（13-ュ-300811）

資金調達を含む会社経営全般に
わたる経営コンサルティング

特許庁

国内外の企業

地域の中小企業

ベンチャー企業

特許の
出願維持

特許権

広域TLOの特徴を生かした事業を展開し、顧客満足向上を目指しています。
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大学発シーズの実用化に向けた取組モデル ①
国立大学法人 電気通信大学 黒﨑 晏夫 客員教授が発明した
「赤外線レーザとヒートシンクを用いて透明な樹脂同士を表面が
きれいなまま溶着する技術」を様々な用途で波及させるために、
異分野連携の研究開発コンソーシアムを立上げ、運営しています。
複数の研究開発WG を平行して進めるほか、展示会へ積極的に出展し、多くの企業から引き合いをいただいています。

当社では、大学のシーズの実用化を推進するため、
様々な大学・企業との異業種連携体の構築・協業支援も含めて取り組んでいます。

異業種参画による有機的協業スタイル

実用化・標準化

PTFEおよび各種フッ素樹脂のレーザ溶着

フッ素樹脂フィルムやチューブの平滑でクリーンな溶着を実現します

ヒートシンク式レーザ樹脂溶着の特徴 溶着機の例

装置

Etc…

大学

材料 成形

部品

産学連携
コンソーシアム

FEPフィルム製の凍結保存袋 PFA製各種流体部品 PTFE/PFAフィルム封止

フッ素樹脂袋封止機

表面冷却と内部加熱の両立
レーザ透過性のある放熱板を樹脂部材表面に設置し、
樹脂表目で発生した余分な熱を拡散して過熱を防ぎます。
樹脂内部に浸透するレーザの吸収発熱で内部界面を
溶着します（ヒートシンク式レーザ樹脂溶着）。

●有害ガス・粉塵が発生せず、クリーンな環境を維持できる

●熱損傷がなく、高品位な外観を実現できる

●型内溶着のためバリが発生せず、ビード切除が不要

●熱歪みの影響が小さく、微細・薄肉な精密溶着ができる

●振動がないので、内包部品への影響がない

●レーザ吸収のための色素添加不要

●製品ごとに治具・金型が必要なく、小ロットに対応できる

●半導体・医療分野向けの高機能樹脂の溶着に最適

ヒートシンク

樹脂部材1

レーザー

溶融部

樹脂部材2

冷却
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大学発シーズの実用化に向けた取組モデル ②

▲ 電気通信大学に設置した、空宙栽培装置の概観図です。

電気通信大学・情報理工学域 佐藤 証 教授のシーズである
「空宙栽培による都市型農業とサービスの融合」について、
地域の病院や小学校、商業施設等で実証試験を行っています。
消費地である都市部でビルの屋上やベランダ等の空きスペースを活用した中小規模の新たな都市型農業の実現を
目的としています。またこれまでの「農業＝生産」という固定概念を見直し、「農業＝サービス」という視点から、
育てる楽しみの提供、屋上緑化、憩いのスペースの創出、加工・販売、などの6次産業化を進めています。

実用化や普及協力にご関心がある企業の方はぜひお問合せください。

「新しい6次産業化モデルの構築」を目指し、消費者が農業を楽しめるサービスを提供する
都市型農業ビジネスを目指しています。商業施設、病院、小学校、観光農園等へ提案を進めています。

空宙栽培は、有限会社上野園芸（広島市安佐南区）が開発した水耕栽培方式であり、IoTシステムによって
構成される簡易なキットで、クラウド上で栽培状況を見える化・制御しています。
省スペースかつ低コストで実現できるスマートアグリです。※「空宙」は有限会社上野園芸により商標登録なされています。

下記の企業・団体等に
ご協力いただいています。

■ 三井不動産株式会社
　（銀座６丁目-SQUARE）

■ 調布第一小学校
■ 医療法人社団飯野病院
■ 株式会社サガミ

▲ 土を使わない水耕栽培で、トマトやメロンなど 
　 様々な野菜・果物を栽培できます。

▲ 都市部の屋上、 ベランダ等を活用して、
　 消費者が農業を 気軽に楽しむことができる
　 サービスモデルを提供します。

▲ 銀座の三井不動産本社ビルでは
　 春にイチゴを、夏にトマトを栽培しています。

「農業＝生産」から「農業＝サービス」へ

IoTと空宙栽培を
組み合わせた
都市農業型
スマートアグリ

システムの全体像

実証試験の取組

研究

生産 事業

センサネット

機械学習
異常検知無線技術

遠隔監視･制御

多品種･新鮮

地産地消 ６次産業化

憩いのスペース

屋上緑化

食育

屋上･遊休地利用

水耕栽培
システム開発

生産管理

栽培ノウハウの蓄積

空宙栽培法
（有）上野園芸

水耕栽培装置

ローカルサーバー 管理サーバー

モバイル端末センサーモジュール

生育データ蓄積
解析・制御
栽培サポートデータ/制御

データ/制御

データ/制御
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産学官連携の成功に向けた当社のサービス（イメージ）

難しい課題でも、異分野の
技術シーズや先端技術で
解決できることは多々あります。
ネットワークと目利きを活用して
解決策をご提案します。

産学官連携には、途中で予期せぬ
課題が出てくることが多々あります。
協力先の探索・進捗管理・
事業化支援等、適時サポートします。

「顧客満足」を最重視し、
成果が出るよう最大限努力します。

産学官連携は最初が肝心です。
双方の目的・意向をすり合わせ、
研究プロジェクトの企画を
取りまとめます。

研究者調査

プロジェクトの
プランニング

プロジェクトの
マネジメント

完了

どうしても
解決できなかった
技術課題が
あって。。。

難しい課題が
出てきたね。。。

苦労もあったけど、
納得のいく
アウトプットが
得られたよ。

ありがとう
ございました！

打開策として、この企業に
協力していただくことは
いかがでしょうか？

視点を変えて、
この分野のシーズであれば、
解決できるかもしれません。

それでは、このテーマで、
目標・スケジュール・役割分担を
企画書にまとめますね。

01

02

03

04
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人工知能ナレッジマネジメントシステム
組織内外の情報（知識）を収集し横断的に検索・リスト化できる
人工知能ナレッジマネジメントシステムを運用しています。

当社の産学官連携コーディネータが日々まとめている
技術調査・非公開の研究資料・企業データベース等の文書情報や、
通常の検索では見つかりずらいWebページ
（大学のシーズ集や公的機関の研究開発補助金報告書等）を対象に、 
常に最新の情報をクロールしながら横断的に検索できるため、
ニーズに応じて効果的かつ効率的な産学連携のマッチングが可能です。
（本システムは、㈱電算が提供するSmartKMSを導入し、
産学連携のマッチングに適した独自のデータセットを構築するとともに、
産学官連携コーディネータが目利きした情報に対し人工知能が
関連性の高い他の情報を推薦するレコメンド機能を搭載しています。）

データベース化し、
キーワードに対し
横断的に検索

内部のナレッジ
キャンパスクリエイトの情報資産
（過去に調べた技術調査レポート、

非公開の大学の研究資料、
企業データベース 等）

外部のナレッジ
Webサイトの情報

（大学のシーズ集ページ、公的機関の
研究開発補助金報告書、ニュース
サイトの技術系プレスリリース、
学術文献掲載サイト等）

マッチングに
適した情報

（研究情報、企業情報）
の特定

検索結果の抽出・
リスト化、人工知能に
よる関連文書の推薦
（レコメンド）

データ登録および
情報ごとの分類分け。
人工知能によって
コーディネータの分類
結果を学習し、情報ごと
に自動カテゴライズ

人工知能
ナレッジマネジメントシステム
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技術移転部  李 瑩玉

アジアへの発展を求める日本企業と、
日本で発展しようとするアジアの企業のために、
相互の大学・企業ネットワークを活用して信頼関係に基づいた
連携をコーディネートしています。
海外展開のご相談をお待ちしています。

Tel：042-490-5736　
E-Mail：li@campuscreate.com

担当者

康派思技術諮問（シンセン）有限公司
（当社現地法人：2007年9月設立）

日本とアジアを中心とした国際連携をコーディネートします。

国際連携

現地法人設立支援

展示会出展・シンポジウム企画

海外市場調査

ローカル法人との連携構築、部品調達

国際産学官連携

海外の販路開拓

支援サービス 東北地域
（重点活動地域）

北京地域
（重点活動地域）

上海地域
（重点活動地域）

深セン地域
（重点活動地域）

事例１ 国際企業間連携

国際産学官連携

▲動物用PET-CTの販路拡大
　（上海富吉医療機械有限公司）

▶
サービス
ロボット
（人工知能の
研究開発：
昆山穿山甲机器人有限公司）

連携機関１

深セン市科学技術協会
連携機関２

深港産学研基地
連携機関３

深セン虚擬大学園
連携機関４

上海富吉医療器械有限公司

事例２
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オープンイノベーション推進室　須藤 慎
Tel：042-490-5728　
E-Mail：sudoh@campuscreate.com

担当者

貴社の経営・技術・企画を包括的にサポートします。

包括コンサルティング

新規事業の企画、研究開発方針の策定、
技術課題の解決に向けたシーズ探索などに有効な
調査業務をご提案します。（調査実績：110件以上）

特定のキーワード、
技術分野における
国内の有望な大学シーズを
網羅的に調査。
優先度を付けて
解説文をまとめ、ご報告。

事例

大学シーズや特定事業分野の技術調査メニュー

新規事業のアイディアを研究者と交流しながら
具体化したい、などの新規事業部担当者の
ニーズにお応えします。

デジタルコンテンツ分野に
おける研究室訪問を月1回実施。
様々な研究者との
ディスカッションを図ることで、
新製品のアイディアを固め、
共同研究へ発展。

事例

新規事業の企画立案支援メニュー

研究開発に活用可能な公的支援制度をご提案します。

戦略的基盤技術高度化支援事業の
管理法人を複数件受託しています。
NEDOや中小企業庁の支援制度など、
様々な事業の活用をご提案します。
地域イノベーション創出研究開発
事業に採択された「高精細映像に
向けたカメラ振動評価システム」は
実用化され、カメラメーカー・
スマートフォンメーカーなどに
広く導入されています。（右記）

事例

実用化に向けた公的資金の活用支援メニュー

大学の特色を生かした人材育成プランをご提案します。
事例

社内人材の育成／研修会企画メニュー

1

2

3

組込分野の社内技術者が
最新技術と業界動向を学ぶため、
大学研究者による社内研修会を実施。
アジアへのビジネス展開を予定している
企業に対し、大学の英語研究者による
長期学習カリキュラムを組み、実施。　　　 
地方の中小企業が首都圏に所在する
大学の先端技術を学ぶため、
約一か月間研究室に受入れ、
集中的な技術研修を実施。　など。

1

2

3

※下記は一例です。ご相談内容により臨機応変に対応します。

※当社得意分野

企業様

大学※

研究機関※

公的プロジェクト成果※

企業

スタートアップ

報告書
提出

調査依頼

目利き

◀手ブレ補正評価
　システム　外観

▼手ブレ補正機能の
　評価結果
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メーカー等へのオープンイノベーション支援メーカー等へのオープンイノベーション支援

ポイント

メーカー等

ニーズ
・課題

事業部

大学

大学発
ベンチャー

研究機関

ニーズの吸い上げ・選定

解決手段・技術、連携先候補の調査

プロジェクトの立ち上げ等

ニーズ
・課題

事業部

ニーズ
・課題

事業部

ニーズ
・課題

事業部 ニーズ
・課題

事業部

社内コーディネートご担当者様
（オープンイノベーション推進室、新規事業室 等）

連携先候補

連携先候補

連携先候補

スタートアップ
連携先候補

中小・ベンチャー企業
連携先候補

ニーズのヒアリング

連携先調査

連携候補への事前ヒアリング

連携先提案

ご面談セッティング

連携内容・プロジェクト等のご提案

契約締結支援

・セミクローズドで連携先候補が探せます。(企業名 を伏せて調査実施可能)
・オープンイノベーション推進人材の不足から、調 査がうまく遂行できない場合に有効です。

・社内コーディネートご担当者様が事業部からニーズ と技術内容をヒアリングする際に当社が同席することも可能です。
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調査の強み

調査の強み

大学研究者等と連携した国内外の技術/市場調査サービス

ポイント

・国内外の先端的な技術シーズ情報を発掘します。

・国内外の学会参加で得た最新技術の知見
・専門分野の知見による的確な技術レビュー
・複数の研究者との連携による様々な専門分野の知識・経験を活用

技術の専門家ならではの知見・分析力や
人工知能ナレッジマネジメントシステム等の
豊富なデータベースを生かした調査を行います。

大学研究者

・シーズの目利き力
・国内の大学研究者との幅広いネットワーク
・全国の大学のシーズを横断的に検索可能な人工知能ナレッジメントシステム

コーディネータ

企業ご担当者様

新しい事業分野で
サービスのコンセプトを考えたいので、
国内外の研究動向・シーズを
幅広く知りたい。 自社の事業分野の技術動向を

しっかり把握したうえで、
今後の研究開発方針を
考えていきたい。

人工知能ナレッジマネジメントシステム

各大学の
コーディネータ

技術調査に関する連携

・国内外の研究開発動向を把握できます。
・大学研究者による目利き／技術レビューを行います。
・対象分野の最新の市場動向を調査します。
・セミクローズドで調査可能です。
・リーズナブルな価格帯でご対応いたします。

調査対象（例） 海外論文 国内論文 公開特許

市場調査レポート 国内大学・研究機関のシーズ集 Etc…

技術・市場調査

大学間
ネットワーク
活用
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技術移転部　益田 忍
Tel：042-490-5734
E-mail：mashita@campuscreate.com

担当者

※許可・届出受理番号
□ 労働者派遣事業（派13-200033） □ 有料職業紹介事業（13-ュ-300811）

※技術開発内容によっては、大学研究者との共同研究、技術指導などへの発展もご相談に対応します。

大学のネットワークを生かした人材派遣、有料人材紹介をご提案します。

人材ソリューション

理工系学生の人材派遣サービス（研究開発補助業務）

経験豊かな
事務職員を
派遣します。

優れた
技術人材を
ご紹介します。

お申し込み・お問合せ
先ずはご依頼者様のニーズを
ヒアリングさせていただきます。
ご依頼いただける場合は、

求人票をご提出いただきます。
担当者宛にご相談ください。

事務職員の人材派遣サービス 技術人材の有料人材紹介サービス

人手不足だけど、
優れた人材を
採用できない。

学業・研究と
仕事の両立、
限られた時間を

有効に活用したい。

将来に向けて
研究・開発の実務を
経験してみたい。

自分の専門技術
分野を生かせる
付加価値の高い
仕事をしたい。技術的な素養が

無いと研究・開発の
現場では難しい。

公的研究開発
プロジェクトに採択。
研究開発補助者が
必要になった。

ご依頼者様
・企業様
・研究開発機関 等

理工系の
・院生
・博士
・意欲が高い学部生

人材派遣を通じて、
ご依頼者様、学生の意向を

尊重したマッチングを行います。
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オープンイノベーション推進室　須藤 慎
Tel：042-490-5728
E-Mail：sudoh@campuscreate.com

担当者

高度な専門知識を持つシニア技術者（9 割以上が技術士、博士）をご紹介します。

シニア技術者の技術支援サービス

お客様のご要望に応じて
最適なシニア技術者をご紹介します。

・技術課題を解決できずに苦労している。
・研究開発を進める上で、異分野の技術知識や、
 企業の専門部署の在籍経験の知見が必要。
・生産管理／品質管理など業務フローを見直したい。
・熟練の経験を活かし事業にシナジーを起こしたい。
・新規事業に関して専門家のアドバイスが欲しい。
・社員の技術教育者をスポットで探している。
・新規事業に関して専門家のアドバイスが欲しい。
・プロフェッショナルな技術を本気で学びなおしたい。

・これまでの経験・知見を 活かし社会貢献したい。
・定年後も現役エンジニアとして活躍したい。
・ライフスタイルにあった ペースで仕事したい。
・技術士などの難関資格を最大限に生かしたい。
・出身企業だけでなく他企 業にも関心がある。
・自身の技術や経験を本気で後世へ継承したい。

技術継承.comに登録さ れているシニア技術者

必要な技術を、必要な時に、必要な分だけ！
スポット的なご相談にもフレキシブルに
対応します。

対応技術分野

サービス例

サービスの特徴

高い専門技術を必要とする法人の方 高い専門技術をお持ちのエンジニアの方

自社で分からない
技術はシニア技術者に

相談したい。
これまでに培った

専門知識を
社会に生かしたい。

＊技術アドバイザーの場合

● 電話・メールによるヒヤリングとアドバイス（2時間～）

機械 建設 電気・電子

上下水道 化学 食品

金属 応用理学 航空・宇宙

繊維 衛生工学 情報工学

● 長期的な定期訪問（月１回）と電話・メールフォロー
による密着対応

● 社内技術者向けの専門技術セミナーの企画（１時間～）

※シニア技術者の雇用を希望する場合はご相談ください。
（有料人材紹介サービスでご対応）
※本サービスは、株式会社英知継承と提携の元、シニア技術者とのネットワークを
活用してご提供します。

※上記以外も様々な課題にご対応可能です。160名以上。9割以 上が技術士、博士

技術アドバイザー、技術顧問、
人材紹介 等（当社サービス）
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オープンイノベーション推進室　須藤 慎

産学連携では、研究開発を成功させることはもちろん、
「どのように成果を普及させるか」が非常に重要です！
「出口戦略」をしっかり考えてパートナーとして支援します。

Tel：042-490-5728　
E-Mail：sudoh@campuscreate.com

担当者

※大学との研究開発成果以外にも優れた技術の販路開拓支援のご相談に対応します。
※連携にあたっては、業務提携契約を締結させていただきます。費用は原則として成果報酬型です。
 （海外展開の場合は別途ご相談）

産学連携成果の普及に向けて販路開拓を支援します。

当社の首都圏を中心とした様々な企業とのネットワークと
営業力を元に、貴社と連携して販路開拓をします。

貴社の製品／技術の魅力と優位性を分かりやすく
伝えることができる紹介資料を作成します。

当社Webサイト（オープンイノベーション推進ポータル）に
紹介資料を掲載します。多くの方に訴求可能です。

ビジネスパートナー募集

せっかくの大学と
連携した研究開発成果、
もっと普及させたい。

営業人員・ノウハウが
足りていない。

雇用する余裕もない。

Webマーケティングに
力を入れて
問い合わせを
増やしたい。

事例１ 産学連携による開発成果の販路開拓支援
企業 川本重工株式会社

豊橋技術科学大学・三浦 博己 教授の
シーズ（多軸鍛造法）を元に純チタン
を高強度化する技術を開発しました。
2種純チタンに適用することにより、チ
タン合金以上の高強度性、純チタンと
同一の生体適合性と耐食性、チタン合
金よりも優れた切削加工性、曲げ加工
性など様々な優位性が生まれます。
当社にて営業活動を積極的に行って
います。

事例２ 大学発ベンチャーの販路開拓支援
企業 北海道衛星株式会社

北海道科学大学発ベンチャー企業です。純国産で安価かつ高性能な
141バンドの波長を一度に測定できるハイパースペクトルカメラ、計測波
長の組合せを自由に選択できるマルチスペクトルカメラ（左記）を開発さ
れ、当社が首都圏企業を中心に販路開拓をしています。

当社が販路開拓を行います！

・産学連携によって
 新製品を開発した企業 様
・大学発ベンチャー企業 様

▲加工サンプル

▲加工した純チタンの引張強度

▲2波長の分光スペクトルを用いた光合成反応の分析例

▲マルチスペクトルカメラ
①～⑤：任意のバンドパスフィルタ
⑥：フィルタ回転ホイール機構
⑦：モノクロカメラ＋レンズ（焦点距離：１２mm）
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学内 監査 第 ４４号

令和元年 ５月２９日

教 育 ・ 学 生 支 援 担 当 理 事  殿 

地 域 ・ 社 会 連 携 担 当 理 事  殿 

各 学 部 長 殿

附 属 図 書 館 長  殿 

学    長 

（公印省略）

監事監査報告書への対応について（依頼）

 監事監査報告書（令和元年５月１３日付け学内監第２号）において、社会との連携や

社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する実施状況について、別添資料１のとおり

報告がありました。

 この監査報告書においては、地域連携推進機構を中心とする地域貢献型各種事業の積

極的・組織的な展開と本学の機能強化を促す観点から、当該事業の実施状況、並びに事

業展開に必要な関係部局間の組織的な連携・協働を担保する仕組みの整備と運用状況等

に対しての指摘を受けております。

ついては、別添資料１の記載事項のうち、各担当理事及び各部局等の長の所掌部署に

係る事項（別添資料２及び３参照）への対応をご検討いただき、別紙様式に記入のうえ、

令和元年６月２１日（金）までに監査室監査係宛メールで提出くださるようお願いいた

します。

【本件担当】

監査室 野崎 佐久真（内線８９８４）

E-mail：kskaikei@acs.u-ryukyu.ac.jp

【審議２】 
令和元年６月７日 

地域連携企画室会議　承認
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学 内 監 第 2 号 

令和元年 5月 13 日 

 

  

国立大学法人琉球大学 

   学長 西 田  睦 殿 

 

監事 

嘉 目 克 彦 

 

 

 

監事監査報告書 

 

 

国立大学法人琉球大学監事監査規則（以下「監事監査規則」という。）第 6条第 3項の規

定に基づき臨時の業務監査を実施したので,監事監査規則第 10 条第 1 項の規定により、下

記のとおり監査結果を報告します。 

 

 

記 

 

1 監査の目的 

中央教育審議会（以下「中教審」という。）の答申「我が国の高等教育の将来像」（平成

17 年 1 月 28 日）は「高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化」に言及するとともに、

大学については 7 つの機能を挙げて各大学の「機能別分化」を論じ、「各大学の選択により、

保有する機能や比重の置き方は異なる。その比重の置き方が各機関の個性・特色の表れとな

り、各大学は緩やかに機能別に分化していくものと考えられる。」との見解を示した。中教

審はその後も「大学の機能別分化」の議論を継続しているが（「大学の機能別分化の促進と

大学間ネットワークの構築について」平成 20 年 12 月 16 日中教審大学分科会資料２；「大

学の機能別分化の進捗状況」平成 30 年 1 月 24 日同分科会将来構想部会資料２、等）、その

議論と連動する形で、文部科学省も「大学の機能を再構築し、強化する視点」（「大学改革実

行プラン」平成 24年 6月）を強調し、「大学ごとの強みや特色を伸張し、社会的な役割を一

層果たすという観点」から「国立大学が自主的・自律的に自らの機能の再構築により機能強

化を図ることが必要」だとして、大学に対して専門分野ごとの「ミッションの再定義」を求

め（「『ミッションの再定義』について」平成 24年 10 月 11 日文部科学省高等教育局資料１）、

各大学の機能の集約化を促すと同時に「機能別分化」を加速させる施策を講じている。その

際、大学は「専門分野の強みや特色を伸ばし、その社会的役割を一層果たすための戦略」の

提示とその戦略の達成状況を評価する客観的な指標（KPI）の設定も求められた。 

機能強化のために大学が自ら設定する独自の戦略とは別に、文部科学省はさらに平成 25

年度から平成 27 年度までの「改革加速期間」に大学が取り組むべき機能強化ないしは振興

の五つの観点とともに、平成 28年度以降の第 3期中期目標期間に向けた検討課題も設定し、

【資料１】
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「各大学等の機能強化の方向性」として、「世界最高水準の教育研究を展開する拠点」、「全

国的な教育研究拠点」及び「地域活性化の中核的拠点」の三つの類型を提示した（「今後の

国立大学の機能強化に向けての考え方」平成 25 年 6 月 20 日、平成 26 年 7 月 24 日改訂；

「国立大学改革プラン」平成 25 年 11 月 26 日）。 

大学の機能強化の取組みを促進するため、文部科学省は別途財政的支援の方策も講じて

おり、上記の観点、方向性及び戦略等を踏まえた「先駆的な改革」に対しては「国立大学法

人運営費交付金等により重点支援する」との新たな方針を定め、平成 26年度より「国立大

学改革強化推進補助金」の制度を導入した。更に第 3 期中期目標期間にはこの補助金制度の

見直しによって新たに「国立大学機能強化促進費」が創設され、機能強化に積極的に取り組

む国立大学に対して「運営費交付金を重点的に配分する仕組み」が導入されることとなった

が、その際、上記三つの機能強化の方向性に対応する「予算上」の「三つの重点支援の枠組

み」と「重点配分に係る評価指標の例」も新たに示され、「特に重点的に取り組む内容を踏

まえて各大学が自ら一つの枠組みを選択する」こととされた（「第 3期中期目標期間におけ

る国立大学法人運営費交付金の在り方について（審議まとめ）」平成 27年 6 月 15 日第 3期

中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会；「大学改革に向

けた文部科学省の取組」平成 29 年 11 月 29 日文部科学省）。本学が選択したのは、「重点支

援① 人材育成や地域課題を解決する取組などを通じて地域に貢献する取組とともに､強

み・特色のある分野で世界ないし全国的な教育研究を推進する取組」である。 

 他方、本学は創立 100 周年となる 2050 年を見据えた長期的ビジョンとして、「地域とと

もに、豊かな未来社会をデザインする大学」並びに「アジア・太平洋地域の卓越した教育研

究拠点となる大学」を目指すこととしており、第 3 期中期目標期間中に取り組むべき機能強

化の基本的方向性としては、「地域活性化の中核的拠点」ないし「主として､地域に貢献する

取組とともに、専門分野の特性に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界・全国的な教育

研究を推進する取組を中核とする国立大学」（いわゆる「地域貢献型大学」）を選択した。 

自ら設定し選択したビジョン、戦略及びミッション等に効果的に対処するため、本学はまた

平成 28年 4月 1日に社会との連携や社会貢献等の大学機能を担う全学的な機関として地域

連携推進機構を設置し、当該機能に係る全学的な事業を集約して実施している。本学の機能

強化のためには地域連携推進機構が担う各種事業の積極的な展開は殊のほか重要であるが、

同機構が実施する事業は、事柄の性質上、グローバル教育支援機構及び研究推進機構並びに

その他部局等との組織的な連携・協働を必要とするものやこれらの部局等が実施する事業

内容と重複するものが少なからずあることから、同機構と他部局等との組織的な連携・協働

を担保する仕組みの整備と強化、及び見直しはもとより必要不可欠である。 

以上に記した経緯等を踏まえ、この度の臨時の業務監査では、地域連携推進機構を中心

とする地域貢献型各種事業の積極的・組織的な展開と本学の機能強化を促す観点から、上記

の各種答申等で示された取組みの事例とも照合しつつ、当該事業の実施状況、並びに事業展

開に必要な関係部局間の組織的な連携・協働を担保する仕組みの整備と運用状況について

点検を行い、必要な改善点等を析出することとする。 

2 監査事項 

社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する大学機能を達成する 

ための措置の実施状況 
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3 監査の対象 

地域連携推進機構、及び地域を志向した教育・研究を担うグローバル教育支援機構、研

究推進機構その他部局等の関係部署と担当役職員 

 

4 監査の実施期間等 

1）平成 30 年 9月下旬関係機関及び当該機関の担当役職員に通知 

2）平成 30 年 10 月～平成 31 年 3月末監査実施 

 

5 監査の方法 

1）本学の社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する内部規則等及び

役員会，教育研究評議会、地域連携推進機構会議等関係する会議の議事要旨等の関係書

類、及び社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する大学機能を達

成するための措置の実施状況に関する調査票の回答の閲覧・分析 

2）必要に応じて社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究を担う各機関及び

当該機関の担当役職員のヒアリング 

 

6 監査結果 

 上記の監査方法により、本学の社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に

関する大学機能の実施体制やその運用状況について点検を行い、社会連携等の大学機能を

達成するための本学の措置の実施状況を監査した結果、以下のとおり現状を確認すること

ができた。なお、現状の確認に際しては主として当方で作成した調査票の回答を分析対象と

し、平成 31年 4 月に入手した地域連携推進課作成の資料（平成 31年 4月 23 日付けで地域

連携推進機構長から各部局等の長に宛てた「平成 30 年度地域貢献活動実績調査について（依

頼）」の様式①、②、③、④に対する回答）は参照するに止まり、精査して活用することは

できなかったことを付記する。 

 

社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する大学機能を達成するた

めの措置の実施状況 

 

1 「地域活性化の中核的拠点」としての機能強化に資する社会連携・地域貢献事業に係る

体制の整備状況 

 

1.1  地域連携推進機構の設置  

本学は、社会連携・地域貢献に関して「戦略を全学的かつ一体的な観点から確立し、地 

域社会における人材の育成、産業振興に貢献する」ため、「国立大学法人琉球大学地域連携

推進機構規則」（平成 28 年 2 月 23 日制定。以下「機構規則」という。）に基づき、平成 28

年 4 月 1 日に、地域連携企画室、産学官連携部門及び生涯学習推進部門から構成される地

域連携推進機構を設置した。地域連携企画室は、機構全体の統括、機構内各組織間及び学内

外各組織間の協働体制の構築や広報戦略の策定等を業務とし、産学官連携部門は、民間機関

等との連携事業の支援及び知的財産に係る諸課題を担い、また生涯学習推進部門は、生涯学

習に係る教育・研究や地域との連携、公開講座及び公開授業、地域人材育成等に係る課題を

それぞれ業務としている（「機構規則」第 4 条（業務）参照）。さらに、「機構規則」第 10 条
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及び第 11 条の規定により、「機構の運営並びに全学の地域貢献及び地域連携等に関する事

項」を審議する機関として地域連携推進会議、また「機構に対する評価・助言等」を行う機

関として地域連携推進協議会がそれぞれ別途設置されており、いずれも機構長である地域

連携を担当する理事が議長を務めている。 

1.2 学長諮問に対する最終答申作成（「地域貢献型大学としてのブランド確立に向けた地

域貢献事業循環型モデルに関する具体的方策等について（最終答申）」平成 30 年 3 月

6 日） 

本事業は、平成 29 年 7 月 20 日に学長から地域連携推進機構長宛てに諮問された上記の

課題に対して、地域連携推進機構内に地域貢献型大学答申検討 WG を設置し、15回の議論を

重ねて最終答申を作成したものである。本答申を踏まえて平成 29 年度に「戦略的地域連携

推進経費」（地域協働プロジェクト経費、地域志向活動トライアル経費、地域連携支援体制

構築強化経費）として 3,220 万円が予算措置され、平成 30年度から各種事業が本格的に始

動した。なお、最終答申はメールにより各部局に周知されている。 

1.3 地域貢献フェアの開催 

学内の「戦略的重点配分経費（地域連携支援体制構築強化経費）」200 万円により、平成

30 年度から「地域貢献事業フェア（仮称）」を実施する事業であり、平成 30 年 10 月 12 日

付けで地域連携推進機構地域連携企画室に任用された地域連携コーディネーターを中心に

企画し、平成 31 年 3 月 23 日に「琉球大学未来共創フェア 2019」として沖縄県立武道館ア

リーナ棟で約 40 の参加体験型展示ブースを展開して実施することとしている。本事業は本

学の地域貢献事業の成果を地域に紹介するものであり、また事業の実施結果を検証して次

年度以降の事業展開の改善に繋げることも目的としている。 

1.4 学内外の関係各機関との組織的な連携・協働に関する規則等の整備状況 

 上述のとおり、本学は、社会連携・地域貢献に関して「戦略を全学的かつ一体的な観点か

ら確立し、地域社会における人材の育成、産業振興に貢献する」ため、平成 28年 4月 1日

に地域連携推進機構を設置した。同機構と学内外の関係各機関との協働体制の構築につい

ては、「機構規則」第 4条（業務）（1）の規定により地域連携企画室が担うことになってい

る。 

 なお、本学が地域の産業振興や地域の活性化等の地域貢献活動を推進する上で必要な、地

域の関係各機関との連携・協力の在り方については、「国立大学法人琉球大学における包括

的連携・協力協定締結に関する基本方針」（平成 22 年 5月 19 日役員会決定。以下「包括的

連携・協力協定締結に関する基本方針」という。）が別途定められている。 

1.5 関係各機関との組織的な連携・協働を担保する仕組みの運用状況 

 上述のとおり、地域連携推進機構と学内及び学外の関係各機関との協働体制の構築につ

いては「機構規則」第 4条（業務）（１）ウ及びエでその実施組織ないし担当部門が規定さ

れており、学外の関係各機関との協働に関してはさらに「包括的連携・協力協定締結に関す

る基本方針」の「3．連携・協力の実施」において「連携内容及び方法等」は地域連携推進

会議で検討すると定めている。また、地域連携推進会議の議事要旨で見る限り、学外の関係

各機関との協定締結については規則等に則り地域連携企画室の提案説明に基づく審議・決
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定が行われている。だが、社会連携・地域貢献に係る地域連携推進機構を含む学内の関係各

機関相互の組織的な連携・協働については、連携・協働の方法等、それを担保する仕組みが

確立されているかどうか、また実際にその仕組みが運用されているかどうか、調査票の回答

等からは確認できない。「全学的かつ一体的な観点」から社会連携・地域貢献の戦略を確立

するという地域連携推進機構の設置の趣旨に鑑みて、組織的な連携・協働を担保する仕組み

の構築は不可避の課題と言えよう。 

 

2 「地域活性化の中核的拠点」としての機能強化に資する社会連携・地域貢献事業の実施

状況（平成 29 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日：実施機関、実施件数、連携機関、経

費とその出所、成果の公表、PDCA による改善の仕組） 

 

2.1 人材育成 

 

2.1.1 地元産業界との連携（産学連携教育ネットワークの形成、産学協働によるイノベー

ション人材の育成、実務家教員の登用、短期プログラムによるリカレント教育、地

域での長期インターンシップ、卒業生の地域就職実績等） 

 

2.1.1.1 沖縄産学官協働人財育成円卓会議の設立 

「県内の産業界、高等教育機関、行政機関が一体となって、（…）人財育成環境を創出し

ていくことは時代の要請」との認識から、平成 25 年 12 月に本学の地域連携推進機構の主

導で県内各界 57 機関の代表者 60 名（産業界 21名）で構成する沖縄産学官協働人財育成円

卓会議を設置し、「沖縄産学官協働人財育成円卓会議設置要綱」（平成 25年 12 月 14 日施行）

に基づいて人財育成事業を展開している。同会議の下に平成 28年度から、①地域づくり人

材養成分野、②高度専門職養成分野、③政策形成能力強化分野及び④その他の４グループを

立ち上げ、それぞれが「目的別人材養成プログラムの開発」と「地域認証システムの構築」

に向けた活動を行い、これまで①は 4 回、②は 3回、③は 6 回、④は 3回ワーキングを開催

して総計 17 のプログラムを開発した。経費は学内の間接経費及び機能強化経費である。こ

れらの活動は地域連携推進機構の HP で平成 30 年度中に公表予定とされている。取組みの

改善の仕組みは未整備である。 

 特に産学連携教育ネットワークの形成及び産学協働によるイノベーション人材の育成に

関しては、上述のとおり、沖縄産学官協働人財育成円卓会議が「沖縄産学官協働人財育成円

卓会議設置要綱」に基づいて人財育成事業を展開している。だが、公表予定とされた取組み

の実施状況に関する情報は事務局を置く本学の公式 HP及び学内広報（イントラ）では未だ

公開されておらず、成果の公表や取組みの改善等に関する対応も確認できない。 

なお、県内の産学官 27 機関が参加し、本学の産学官連携担当副学長が設立発起人及び

会長を務める沖縄産学官イノベーション創出協議会（平成 29 年 5月発足）もセミナーやフ

ォーラムの開催等によりイノベーション人材の育成に寄与していると言える。成果は協議

会の公式 HP 及び広報部会の「活動報告」で公開している。 

 

2.1.1.2 目的別人材育成プログラムの実施 

上記の 2.1.1.1 で開発されたプログラムの実施事業であり、平成 30年度に予算措置され 

た学内の機能強化経費（戦略 3）33,176 千円を活用して総計 23プログラムを実施し、受講
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者数は平成 29 年度 58 名、平成 30 年度 273 名で、7 プログラムは募集中（平成 30 年 10 月

31 日現在）である。本学の公式 HP の地域連携推進機構地域連携企画室の HP に情報を掲載

し、随時更新している。各ワーキンググループで当該のプログラムを点検・評価し、改善す

る仕組みを整備して実施している。 

 

2.1.1.3 沖縄 21 世紀ビジョンを担うグローカルサービス経営人財の育成 

 旧観光産業科学部のプロジェクト「沖縄 21世紀ビジョンを担うグローカルサービス経営

人財の育成」が平成 27年度から 3年間経済産業省の「産学連携サービス経営人財育成事業」

に採択され、企業等との産学連携によるコンソーシアム機関（18社、団体）、協力機関（69

社、団体）及びサービス経営人材育成委員会を設置して、本学の学生や社会人を対象とする

実践的な教育プログラムの開発、産学官連携による実践的な教育の実施、「価値創造型イン

ターンシップ」等に取り組んだ。この事業は、産学連携教育ネットワークの形成、産学協働

によるイノベーション人材の育成、実務家教員の登用、短期プログラムによるリカレント教

育、地域での長期インターンシップといった各種の取組みを包含するものであり、地元産業

界との連携による人材育成事業の好個のモデルと言ってよい。成果は「事業成果報告書」を

作成して公表しており、サービス人材育成委員会における検証を踏まえた取組みの改善も

行われている。 

 

2.1.1.4 次世代型イノベーション人材の育成を目的とした産官学民協働プラットホーム

形成事業 

 本事業は、国際地域創造学部及び旧観光産業科学部が一般社団法人沖縄 IT イノベーショ

ン戦略センター、一般社団法人沖縄 STEM 教育センター、日本マイクロソフト社テクノロジ

ーセンター、Singularity University 沖縄ブランチ、その他 4 社と連携して、地域振興の

担い手となるイノベーション人材の育成プログラムの開発・実施及び人材育成に係る産官

学民協働プラットホームの構築を目指す取組みである。平成 30 年度戦略的地域連携推進経

費（地域協働プロジェクト推進事業）に申請・採択された本学の予算 1,622 千円を運用し

て、ネットワーキング・調査、Startup Weekend 共同開催、マイクロソフト社との連携した

集中講義、ベンチャー講座の開講等を行った。他にシンポジウム開催、国際会議への出席を

準備している。成果は、作成中の HP で最終報告書として公開することとしている。 

 

2.1.1.5 イノベーション創出人材育成事業 

 本事業は、平成 29 年度～平成 30 年度に実施した沖縄県の委託事業であり、本学と一般

社団法人アントレプレナーシップラボ沖縄が協定に基づき設立した「イノベーション創出

人材育成事業受託コンソーシアム」が業務を受託し、両者で構成する運営委員会が業務の運

営に当たっている。平成 29 年度は企業等の外部講師による出前講座及び自主講座を実施し

たが、平成 30 年度は 24,297 千円の委託金を運用して、県内各大学及び専修学校における

起業家人材育成講座設置支援事業として、ベンチャー企業入門の講義運営支援（5回、参加

者 139 名）、起業家予備軍育成のための講座・セミナー（26 回、参加者 383 名）、ビジネス

トライアルラボ（登録者 9 名）、有識者委員会開催（1 回）、先進地調査（2カ所）を実施し

た。成果の公表方法は検討中。有識者委員会を年 2 回開催し、出された意見を取組みの改善

に反映させることにしている。なお、本事業は平成 31 年度～平成 32 年度も実施予定であ

る。 
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2.1.1.6 住環境・就職支援等受入れ環境の充実事業 

 本事業は、平成 27 年 10 月 5 日～平成 32 年 3 月 31 日に本学グローバル教育支援機構の

国際教育部門が管理法人となり、県内の産官学 18機関が集結した「沖縄地域グローバル人

材コンソーシアム」を運営主体として実施している文部科学省の委託事業であり、平成 29

年度 9,955,220 円、平成 30 年度 9,000,000 円の委託費がそれぞれ示達された。事業内容は、

県内外の日本企業への就職支援等を中心とした県内の大学等の留学生に対する多面的な取

組みであり、同コンソーシアム内に「住環境・就職支援等留学生の受入れ環境充実事業運営

委員会」を設置し、本学に置かれた事務局に本事業専従のコーディネーター及び留学生専任

のキャリア・カウンセラーを雇用・配置して、就職活動ガイダンス、ビジネス日本語セミナ

ー、インターンシップ、企業と留学生とのマッチング・イベント等を実施するとともに、コ

ンソーシアムに参加する不動産業者等と協働して留学生の住環境整備にも取り組んでいる。

成果については、沖縄地域留学生交流推進協議会で報告を行っており、コンソーシアム内に

設置された内部評価委員会の評価結果を踏まえた改善の取組みも行われている。 

 

2.1.2 自治体との連携（人材育成事業の協働支援、ICT を活用した初等中等教育支援） 

 

2.1.2.1 沖縄産学官協働人財育成円卓会議の設立（再掲） 

 本事業は、自治体を含めた地域の関係各機関との連携により、目的別人材育成プログラム

の開発と地域認証システムの構築のために平成 28年度から同会議の下に設置された 4 つの

ワーキングによる活動を中心とした取組みである（上記の 2.1.1.1 参照）｡ 

 

2.1.2.2 離島教育環境改善事業 

本事業は、与那国町から本学に委託された事業であり、教育学部及び教育学部附属中学校

が中心となり沖縄県、沖縄県立総合教育センター、及び NTT 西日本沖縄支店と連携して、

ICT 機器を活用することにより離島での高校設立の可能性を検証する実証実験を行った。 

 

2.1.2.3 沖縄県における不登校児童の課題分析と支援者ネットワークの構築－旅の経験

を支援施策として講じる基盤作り 

 本事業は、国際地域創造学部が研究推進機構研究企画室、グローバル教育支援機構障がい 

学生支援室及び沖縄県教育委員会県立学校教育課と連携して、沖縄における不登校児の実 

態と課題の解明を図り、不登校児の支援を考える支援者ネットワークの構築を目指す取組 

みである。平成 30年度戦略的地域連携推進経費（地域協働プロジェクト推進事業）に申請・ 

採択された本学の予算 900 千円を運用して、情報収集と勉強会の開催を行った。引き続きワ 

ークショップの開催等を行い、関係者のネットワークの構築に取り組む予定である。成果の 

公表については、情報共有のプラットホームとしてウェブサイトを作成し、関係者の共同利 

用を図ることとしている。 

 

2.1.2.4 包括連携協定に基づく自治体と連携した人材育成事業 

  ・琉球大学の教職員による出前講座の実施 

 本事業は、県内外の自治体との包括連携協定に基づき、本学の教職員が「自治体職員向け

政策能力強化研修」等として実施した取組みであり、平成 29 年度は沖縄県（参加者 300 名）、
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宜野湾市（30 名）、竹富町（不明）、奄美群島広域事務組合（13名）、中城村（30 名）、読谷

村（3回：32 名、16 名、27 名）で実施した。 

・沖縄県による本学工学部への講師派遣

 本事業は、平成 29 年度から本学工学部に新設した講義科目「地域創成論」において、沖

縄 21世紀ビジョン基本計画と工学関連施策に関する基本的方針や関連法規、公共政策の在

り方等に関して、沖縄県との包括連携協定に基づき県の関係部署から派遣された講師によ

る授業を行ったものである。 

2.1.2.5 文部科学省 COC 事業「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）」 

 平成 25 年～平成 29 年度に「大学改革推進等補助金（地（知）の拠点大学による地方創生

推進事業）」により沖縄県と連携して実施し、平成 29 年度は同補助金 18,500 千円を運用し

た。本事業を「全学的な取組」として推進するため、平成 25 年 9 月に「琉大コミュニティ

キャンパス事業マネジメント会議」を設置するとともに、同会議の下に「琉大コミュニティ

キャンパス事業本部」を立ち上げ、理事及び学長補佐等のイニシアティヴによる実施体制を

整備した。本事業では教育分野において「学びの高度化プログラム」「能力強化プログラム」

「学び直し充実強化プログラム」の企画・実施、研究分野における「地域特性を活かした各

種研究」の推進、社会貢献においては「琉球大学サテライトキャンパス」の機能強化による

「地域の知の活性化」を図っている。平成 30 年度はちゅらプロ、地域志向活動トライアル

事業及び琉大サテライト・イブニング・カレッジなどの後継事業を展開している。なお、成

果については本学の公式 HP や Facebook で公開し、また学内外の評価委員会による検証等

をつうじて事業の改善に取り組んでいる。

2.1.2.6 琉大農場祭り（千原フィールド） 

農学部が２年に一回開催する一般市民向けのワークショップで、平成 29年度は亜熱帯フ

ィールド科学教育研究センターが同センターの予算により実施した。平成 30 年度は与那フ

ィールドでオープンフォレストを開催することにしている。案内等は本学 HP のセンターの

サイトに掲載しているが、成果の公表、取組みの改善に関するデータはない。

2.1.2.7 沖縄の自然・風土を生かした農業・農村の振興に貢献する人材育成に向けた取組 

 本事業は、農学部が西原町（ソーシャルビジネスプロジェクト）、糸満市土地改良合同事

務所、地元企業・商工会、地元高校生等と連携して地域産業の振興と人材育成に寄与するこ

とを目的とする取組みである。文部科学省大学 COC 事業「ちゅら島の未来を創る知の津梁

（かけ橋）」に係る本学の平成 29 年度の個別取組事業（地域志向教育推進プロジェクト）に

採択され、琉大コミュニティキャンパス事業本部から措置された 195 千円の予算で 6 回の

現場体験型ワークショップと公開講座及び報告会・発表会を開催した。成果は、未来の大人

応援プロジェクト実行委員会主催、文部科学省共催の「全国高校生 SBP 交流フェア」HP に

掲載された。 

2.1.2.8 「性の多様性」の問題に特化した法律相談・講演会・シンポジウム 

 法務研究科は、那覇市との「性の多様性の尊重」についての連携・協力に関する協定に基

づき、那覇女性センターにおいて性の多様性の問題に特化した法律相談を年 1 回実施して

いる。また当該テーマに関する講演会・シンポジウムを共催している。成果は本学 HP の同
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研究科のサイトで公表している。また取組みの改善等については必要に応じて協定先と協

議することとしている。なお、平成 29 年 10 月 23 日に 同様の協定を浦添市との間でも締結

した。なお、取組みの実施に係る予算は計上されていない。 

 

2.1.2.9 おきなわ学生相談フォーラム 

 本事業は、グローバル教育支援機構の保健管理部門（保健管理センター）が東京工業大学

及び県内各大学と連携し、本学の平成 29 年度戦略的教育推進経費（教育・学生支援体制整

備費）により「学生相談室ピア・カウンセラー養成による大学院生の教育・支援資質の向上

事業」として実施した取組みである。成果は公開していないが、取組みの改善等については

学内外の関係者との意見交換等を行っている。 

 

2.1.2.10 インクルーシブ教育フォーラム in 沖縄 

 本事業は、グローバル教育支援機構保健管理部門の障がい学生支援室が NPO 法人沖縄県

自律生活センター・イルカと連携し、本学の平成 29年度戦略的教育支援等推進経費 718,160

円により実施した取組みである。成果は障がい学生支援室 HP で公表するとともに、報告書

を作成して県内の大学・高校へ配布している。今年度は 2 日間の来場者が 203 名あり、好評

であったことから、平成 30 年度も事業の実施を計画している。また本支援室運営会議等で

実施結果等を検証し、取組みの改善を図ることとしている。 

 

2.1.2.11 ジュニアドクター育成塾 

 本事業は、グローバル教育支援機構が調整部局となり、本学の研究推進機構に属する戦略

的研究プロジェクトセンターを中心に理学部、教育学部、教育学研究科、沖縄県教育委員会、

沖縄県立博物館・美術館、一般財団法人沖縄美ら島財団、一般社団法人キュリオス沖縄が連

携して実施する小中学生を対象とした「美ら海・美ら島の未来を担う科学者養成プログラム」

である。学内に「シニアドクター運営委員会」、学外には「シニアドクター連絡協議会」を

設置して平成 29 年度～33 年度の実施計画を推進することとしている。経費は当該プログラ

ムを採択した国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）からの交付金であり、平成 29年度

は 10,000 千円の交付を受けている。成果は各年度報告書を作成して JST に提出することに

なっており、取組みの改善についてはグローバル教育支援機構科学教育事業支援専門委員

会において PDCA の確立を図ることとしている。 

 

2.1.2.12 グローバルサイエンスキャンパス（GSC） 

 本事業は、グローバル教育支援機構が実施主体となり、本学の研究推進機構に属する戦略

的研究プロジェクトセンター、医学研究科、理学部、農学部、工学部、教育学部、教職大学

院、沖縄県教育委員会、一般財団法人沖縄美ら島財団、沖縄科学技術大学院大学、国立台湾

大学、Hwa Chong Institution 及び有限会社共栄コントロールズと連携して実施する高校生

を対象とした「津梁と創造の科学人材育成プログラム」である。学内に「GSC 運営委員会」

及び「GSC 事務局」、学外には「GSC 連絡協議会」を設置して平成 30 年度～33 年度の実施計

画を推進することとしている。経費は当該プログラムを採択した国立研究開発法人科学技

術振興機構（JST）からの交付金であり、平成 30年度は 34,984,000 円（予定）の交付を受

けている。成果は各年度事業報告書を作成して JST に提出することになっており、取組みの

改善についてはグローバル教育支援機構科学教育事業支援専門委員会において PDCA の確立
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を図ることとしている。 

 

2.1.2.13 女子中高生の理系進路選択支援プログラム 

 本事業は、本学のジェンダー協働推進室が平成 27 年度より学外機関とともに実施してき

た取組みの実績を踏まえ、新たにグローバル教育支援機構が実施主体となって、本学の研究

推進機構に属する戦略的研究プロジェクトセンター、医学研究科、理学部、農学部、工学部、

教育学部及び教育学研究科、沖縄科学技術大学院大学、沖縄県教育委員会、一般財団法人沖

縄美ら島財団、沖縄県農業研究センター及び沖縄県水産海洋技術センターと連携して県内

の女子中高生を対象として実施する「サイエンスプロジェクト for 琉球ガールズ」プログラ

ムである。学外には本学学長が主宰する「サイエンスプロジェクト for 琉球ガールズ連絡協

議会」を設置して平成 30年度の実施計画を推進している。経費は、当該プログラムを採択

した国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）からの交付金であり、平成 30 年度は 3,000

千円の交付を受けている。成果は事業報告書を作成して JSP に提出しており、取組みの改善

についてはグローバル教育支援機構科学教育事業支援専門委員会において PDCA の確立を図

ることとしている。 

 

2.1.2.14 琉球大学と沖縄県教育委員会との高大連携事業 

 本事業は、双方の代表で組織する高大連携推進協議会が実施主体となって平成 15年度か

ら継続している取組みであり、平成 30 年度もグローバル教育支援機構が各学部の協力を得

て沖縄県教育委員会と連携し、同機構の高大連携経費 20 万円を運用して高校生を対象とし

た公開授業、公開講座及び出前講座を実施している。実績は毎年度高大連携提供科目及び受

講者数を本学の大学教育センターHP で公開しており、例えば平成 29 年度は公開授業 46 科

目、公開講座 12 科目、出前講座 45科目を提供した。取組みの検証・改善の仕組みは特に整

備していない。 

 

2.1.3 地域との連携（社会人の生涯学習、履修証明制度、他大学との連携） 

 

2.1.3.1 沖縄産学官協働人財育成円卓会議の設立（再掲） 

 本事業は、本学が中心となり、他の高等教育機関を含む地域の関係各機関の連携によって

目的別人材育成プログラムの開発と地域認証システムの構築のために平成 28 年度から同会

議の下に設置された 4 つのワーキングによる活動を中心とした取組みである。社会人の生

涯学習に関しては、「地域づくり人材養成分野」及び「高度専門職養成分野」のワーキング

グループが当該の活動を展開している（上記の 2.1.1.1 参照）。履修証明制度については、

本事業で構築される地域認証システムの枠内で整備されるものと推測される。 

 

2.1.3.2 琉大ツーリズムアカデミー 

本事業は、旧観光産業科学部が名桜大学、沖縄観光コンベンションビューロー、オンラ

イン講座実施専門機関、沖縄県ホテル協会、沖縄県旅行・観光事業協同組合、株式会社 OTS

サービス経営研究所等と連携し、内閣府の沖縄人材育成事業費補助金（沖縄県人材育成留学

等支援）33,000 千円の交付を受けて、平成 30 年 4月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日に観光産業

従事者、自治体職員等を対象とする学び直し機会提供の取組みとして実施された。成果は公

表しているとしているが、公表の方法等は定かでない。 
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2.2 地域課題解決・地域活性化 

2.2.1 地元産業界との連携（産学連携拠点形成、企業等との共同・受託研究、大学発ベン

チャーの設立）

2.2.1.1 地域協働プロジェクトの実施 

平成 30 年度から新規に予算措置された戦略的地域連携推進経費を活用して、地域振興等

に資する地域協働循環型モデル創出につながるプロジェクトを学内公募し､応募した 25 件

から 11 件のプロジェクトを採択して実施した。各プロジェクトから提出される実施報告書

を点検・評価し、次年度の事業展開の改善に役立てることとしている。実施報告書は地域連

携推進機構運営会議で開示している。 

2.2.1.2 産学官金共同研究スタートアップ支援事業 

 本事業は、株式会社沖縄銀行の寄付金 3,240 千円により、本学が保有する研究シーズを基

にした産学官連携の共同研究を支援する取組みであり、新商品・サービス及び新事業の開

発・創出により地域振興を図ることを目的としている。平成 29年度は 12 件、30 年度は 13

件の研究を採択した。研究成果は沖縄銀行と共有しているが、公表はしていない。毎年度公

募要領の見直しを行い、事業展開の改善を図っている。 

2.2.1.3 沖縄県科学技術イノベーションシステム構築事業 

 本事業は、平成 27 年度～31 年度に実施する沖縄県の委託事業であり、本学と公益財団法

人沖縄科学技術振興センターが協定に基づき設立する「共同企業体」が業務を受託し、「委

託業務実施計画書」に従って両者が業務を分担して実施するものである。平成 29 年度は

5,992 千円、平成 30 年度は 4,896 千円の経費を運用し、本学は「県内大学等の研究シーズ

の収集」を、沖縄科学技術振興センターは「県内大学等研究シーズと県内外企業ニーズのマ

ッチング」「産学連携による共同研究の支援」「共同研究のフォローアップ」「県内研究環境

等の情報提供」及び業務全体の統括管理等をそれぞれ担当した。収集した研究シーズは沖縄

科学技術振興センターの HP で公表し、本学の研究シーズは産学連携部門の HP で公表して

いる。取組みの改善の仕組みは特に整備していない。 

2.2.1.4 成長分野リーディングプロジェクト創出事業 

 平成 29 年度～平成 31年度に実施する沖縄県の委託事業であり、「沖縄県内で比較的安価

にヒト介入試験を実施できる仕組み（プラットホーム）」を構築するため、本学と株式会社

沖縄 TLO が共同体を構成し、事業推進委員会を設置して事業を実施する。平成 29 年度は

69,966 千円、平成 30 年度は 44,450 千円の経費を運用して、①＜機能 A＞ヒト介入試験参

加者母集団の形成（沖縄 TLO の担当）、②＜機能 B＞母集団へのインセンティブ提供（沖縄

TLO の担当）、③＜機能 C＞ヒト介入試験の体制構築と試験実施（本学と沖縄 TLO の担当）の

３機能をそれぞれ実施した。成果はシンポジウムを開催して公表し、取組みの改善について

は事業推進委員会での意見及び年度末の沖縄県の評価を活用することとしている。 

2.2.1.5 沖縄県工業製品の県内自給率調査～沖縄県工業の産業連関分析 
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 本事業は、旧法文学部教員が沖縄県工業連合会から依頼され、平成 29年 1月 5 日～平成

29 年 12 月 31 日に実施した受託研究事業であり、同連合会から研究費として 600 千円の交

付を受けた。なお、受託研究契約書の受託者は本学学長、委託者は同連合会会長である。研

究成果は記者会見、新聞、産業まつり配布物、同連合会 HPで公表している。 

 

2.2.1.6 琉球大学ブランド商品開発支援事業 

 平成 28 年度から大学運営費（その他）3,000 千円を運用して、教員、学生及び協力企業

の連携による「琉球大学ブランド商品」の開発を支援する事業であり、平成 29年度以降は

「産学連携に資する研究促進等活動寄付金」2,000 千円も投入して支援することにした。平

成 29 年度は 2 件、30 年度も 2 件を採択した。開発した商品は記者発表を行い、公式 HP で

も公表している。取組みの改善に係る仕組みは整備していない。   

 

2.2.1.7 沖縄から展開する亜熱帯気候にあったゼロエネルギーハウス（ZEH）の研究開発プ

ロジェクト 

 理学部を中心に工学部、教育学部、県内企業及び銀行等と連携して、平成 30年度に参加 

企業が出資した総額 4000 万円の経費により学内に ZEH 実証実験棟を建設し、5 カ年間で温 

熱環境や温度、消費エネルギーなどのデータを収集・解析する事業である。ZEH は国の施策 

として 2020 年以降の新築住宅に義務化が予定されているが、県内企業における建築実績は 

殆どなく、この事業展開により施工技術のノウハウを確立することにより、地域の課題解決 

を図るプロジェクトとして実施するものである。 

 

2.2.1.8 平成 29 年度技術開発支援事業 

 工学部の 3名の教員が平成 29 年度に一般社団法人沖縄しまたて協会から 1,350 千円の資

金援助を得て実施した支援事業である。成果は同協会主催の「平成 30 年度技術環境研究所

研究発表会」で公表された。 

 

2.2.1.9 県内の金融機関との学修支援等についての連携・協力 

 法務研究科は県内の金融機関と「学修支援等についての連携・協力に関する協定」を締結

し（株式会社沖縄銀行：平成 28 年 9 月 16 日、株式会社琉球銀行：平成 28 年 10 月 26 日、

株式会社沖縄債権回収サービス：平成 28年 9月 26 日）、それぞれの機関の職員の人材育成

と法律問題に関する情報交換等を通じて社会貢献機能を果たすための事業を展開している。

必要経費は協定先の金融機関が負担しており、本研究科の在学生・修了生に対する学修支援

としても重要な役割を果たしている。成果については本学 HP の本研究科のサイト及び相手

先の HP で公表している。取組みの改善については、相手先との定例協議会において必要に

応じて検討することとしている。 

 

2.2.1.10 研究推進機構がリードする地域特性に根ざした新学術領域創生と教育研究組織

の新展開（戦略２） 

 本事業は、文部科学省の運営費交付金（機能強化促進経費）（重点支援１）が措置さ 

れた本学の「戦略的取組」の２（「地域に根ざした強み・特色ある研究分野の強化及び横断 

型プロジェクト研究を基軸にした新展開」）に係る事業であり、平成 28年 4月～平成 34 年 

3 月に本学の研究推進機構の戦略的研究プロジェクトセンターを中心として同機構に属す 
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る各センター等が連携し、地域ニーズに応えうる地域課題解決型の新学術領域の創生に資 

する研究プラットホームを構築するとともに、大学院の新専攻の創出と学部組織の見直し 

を目指す取組みである。具体的には、戦略的研究プロジェクトセンターに新学術領域創生の 

一端を担う特命教員及び流動教員の制度の導入及び教育支援教員の配置を行い、学生の参 

加と副専攻制度を可能にする履修制度の導入も図ることとしている。文部科学省の交付金 

は平成 29 年度 113,772 千円、平成 30 年度は 150,191 千円が措置された。平成 29年度の成 

果については、シンポジウムや研究推進フォーラムの開催、及び同機構のアドバイザリー会 

議でのパネルディスカッション等で公表しており、研究企画室定例ミィーティングにおい 

て取組みの改善についてディスカッションを行っている。 

 

2.2.1.11 学長リーダーシッププロジェクト研究推進事業 

 本事業は、本学が持つ研究上の強み・特色を伸張して地域特性を生かした「研究のとんが

り」を構築するため、平成 27年度より研究推進機構の戦略的研究プロジェクトセンターに

併任された 7 名の研究主宰者（Principal Investigator）が若手研究者（特命助教等）とと

もに実施する学問分野や所属部局の枠を越えた研究プロジェクトの推進事業である。当該

研究プロジェクトの主宰者は、研究推進機構長及び研究推進会議の下に設置された学長リ

ーダーシッププロジェクト研究評価選定委員会から推薦された本学の教員を学長が指名す

る。平成 29 年度は新規・継続プロジェクトが計 6件で、年間最大各 900 万円の戦略的予算

が措置された。成果はシンポジウムや研究推進フォーラムを開催して公表し、上記の評価選

定委員会で研究成果の検証・評価を行って次期のプロジェクト選定等に役立てている。 

 

2.2.2 自治体との連携（雇用創出・若者定着の取組み、連携強化の組織的取組み、審議会

等への教職員参画、協力協定の実施） 

 

2.2.2.1 知的産業クラスター支援ネットワーク強化事業（大学研究者等の学外連携促進） 

平成 29 年度～平成 30 年度の 2 年間沖縄県委託事業として一般社団法人大学コンソーシ

アム沖縄と連携して実施する連携強化の組織的取組みである。平成 29 年度及び平成 30 年

度は、①地域課題ソリューションワーキンググループ立ち上げ支援、②大学と地域・産業と

の結びつきを強化するための取り組み、③地域連携コーディネーターの配置、④県内高等教

育機関との連携調整を実施又は計画した。平成 29年度事業報告書を作成して関係各機関に

配布し、また事業専用ホームページを開設して情報を公開し、随時更新している。さらに事

業内容を沖縄県にも報告し、年度末には県の評価を受け、次年度の事業展開に向けて必要な

改善を図っている。 

 

2.2.2.2 文部科学省 COC+事業「新たな地域社会を創造する『未来叶い（ミライカナイ）』

プロジェクト」 

平成 27 年度～平成 31 年度（予定）に「大学改革推進等補助金（地（知）の拠点大学に

よる地方創成推進事業）」により沖縄県及び県内の 13 の自治体、他大学及び企業団体と協働

して実施しており、平成 29 年度は同補助金 32,296 千円、平成 30 年度は 27,896 千円を運

用した。「地（知）の拠点大学による地方創成推進事業」を「全学的な取組」として推進す

るめに平成 25年 9月に設置した「琉大コミュニティキャンパス事業マネジメント会議」及

び「琉大コミュニティキャンパス事業本部」の業務内容に新たに本事業の実施も組み入れた。
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本事業の中核プロジェクトは、本学と県内他大学の連携による沖縄全域における雇用創出

及び若者定着の向上、地域で求められている産業分野及び新産業創出を担う人材の輩出、地

方創生及び地域活性化を担う地域志向型リーダーの育成の 3つである。なお、成果について

は本学の公式 HP や Facebook で公開し、また学内外の評価委員会による検証等を通して事

業の改善に取り組んでいる。 

2.2.2.3 旧白浜旅館の古文書等の整理と目録作成 

 本事業は、国際地域創造学部教員が熊本県多良木町から依頼され、2018 年 7 月 30 日～

2019 年 1月 31 日に実施した受託研究事業であり、同町から研究費として 400 千円の交付を

受けた。なお、受託研究契約書の受託者は本学学長、委託者は多良木町長である。契約書で

は「研究成果の公表」に関する条項はあるが、平成 30年 10 月 31 日現在成果の公表は行っ

ていない。 

2.2.2.4  琉球大学資料にみる八重山の自然とくらし：ギャラリートークと講演会 

 本事業は、附属図書館が平成 29 年 12 月 16 日～12 月 17 日に石垣市立図書館において石

垣市との共催で本学の風樹館との合同企画展を開催したものである。「ちゅら島の過去と未

来を見つめるまなざし～地域の歴史・変容の過程を見つめる力を育成するプログラム」と題

する本事業は、文部科学省大学 COC 事業「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）」に係

る本学の平成 29 年度の個別取組事業（地域志向プロジェクト）に採択され、琉大コミュニ

ティキャンパス事業本部から措置された 1,000 千円の予算で実施した。成果の公表及び取

組みの改善策については調査票の回答に記載がないため確認できない。

2.2.2.5 琉球大学資料にみる宜野座村の自然と暮らし：ギャラリートークと講演会 

本事業は、附属図書館が平成 30 年 10 月 27 日～11 月 30 日に宜野座村立博物館において

宜野座村教育委員会との共催で本学の風樹館との合同企画展を開催したものである。必要

経費の出所、成果の公表及び取組みの改善策については調査票の回答に記載がないため確

認できない。 

2.2.2.6 水の環でつなげる南の島のくらし 

本事業は、島嶼型環境ガバナンスを確立して健全な水環境社会を実現するためのコミュ

ニケーションの場を創出するため、本学の水循環プロジェクトチーム（理学部、農学部、旧

法文学部、風樹館、研究推進機構研究企画室の教員で構成）が一般財団法人沖縄美ら島財団

及び湧水 fun 倶楽部と連携し、科学技術振興機構（JST）の「科学技術コミュニケーション

推進事業（未来共創イノべーション活動支援）」に申請して採択された取組みであり、支援

費は各年度 420 万円で、実施期間は平成 29 年 7 月～平成 32 年 3 月末である。成果は研究

企画室 HPの「活動報告書」の「成果発表（研究広報）」欄で公表しており、水循環プロジェ

クトチームのコアメンバーによる運営委員会が取組みの実施内容の見直し等を行っている。 

2.2.2.7  審議会等への教職員参画 

 地域連携推進機構の集計によれば、平成 29年度の本学各部局教職員の審議会等への参画

実績は以下のとおりである。 

旧法文学部：教職員数 7名、委員会等件数 13 件 
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旧観光産業科学部：教職員数 8名、委員会等件数 59 件 

教育学部：教職員数 9 名、委員会等件数 21件 

理学部：教職員数 33 名、委員会等件数 74 件 

医学部：教職員数 22 名、委員会等件数 57 件 

工学部：教職員数 12 名、委員会等件数 60 件 

農学部：教職員数 5名、委員会等件数 16 件 

法務研究科：教職員数 11名、委員会等件数 35 件 

グローバル教育支援機構：教職員数 3 名、委員会等件数 7 件 

地域連携推進機構：教職員数 8名、委員会等件数 40 件 

熱帯生物圏研究センター：教職員数 10名、委員会等件数 34件 

国際沖縄研究所：教職員数 2 名、委員会等件数 4件 

総合情報処理センター：教職員数 1名、委員会等件数 1件 

博物館（風樹館）：教職員数 1 名、委員会等件数 5件 

総合企画戦略部：教職員数 2 名、委員会等件数 3件 

総務部：教職員数 4名、委員会等件数 24 件 

学生部：教職員数 1名、委員会等件数 1件 

施設運営部：教職員数 1名、委員会等件数 1件 

上原地区キャンパス移転推進室：教職員数 10 名、委員会等件数 14 件 

総計：教職員数 150 名、委員会等件数 469 件数 

 

2.2.3 地域との連携（附属学校と教育委員会との連携、地域教育課題の取組み、地域医療

の充実、学生参加型の課題解決、学生ボランティア） 

 

2.2.3.1 沖縄型医工連携人材の育成プログラム 

 平成 29 年度限りの内閣府の委託事業であり、本学医学部・同附属病院、工学部及び理工

学研究科が中心となって医工連携の人材育成カリキュラムの開発を行うもので、県内の医

療関係機関のニーズを踏まえて「バイオデザイン」の人材育成を含むプログラムを開発し,

実施した。15 名の受講者を選考して 8 回の講義とグループワークを行い、総合評価により

合格した 10 名の修了者には内閣府の修了証を交付した。平成 30年度以降は、平成 29年度

のカリキュラムを改善した本学独自の「沖縄型医工連携基礎プログラム」を開設・実施する

こととしている。なお、平成 30 年度中に「沖縄型医工連携人材の育成プログラム」報告書

を地域連携推進機構 HPで公表する予定。本事業を実施するに当たってカリキュラム及び講

師人選、カリキュラムの育成効果を検証するための実行委員会を設置したが、平成 30 年度

以降の事業展開についても同委員会で検討している。 

 

2.2.3.2 琉球大学公開講座・琉球大学公開授業 

 本学のグローバル教育支援機構及び各学部と地域連携推進機構が連携して実施する事業

であり、公開講座は平成 6 年度から、また公開授業は平成 14 年度から実施している。平成

29 年度は 6,148 千円、平成 30年度は 5,604 千円の運営費交付金を運用して実施した。地域

連携推進機構の集計によれば､ 2 年間の実績は次のとおりである。 

平成 29 年度：公開講座 103 件、受講者 3,026 人 

公開授業 114 件、受講者 304 人 
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平成 30 年度：公開講座 63 件予定、8 月現在の受講者 567 人 

公開授業 103 件予定、前期受講者 126 人 

 なお、成果については地域連携推進機構生涯学習推進部門研究紀要（『生涯学習フォーラ 

ム』）に掲載して関係各機関に配布している。受講者等へのアンケート等を実施して取組み 

の改善に活用している。 

 

2.2.3.3 知のふるさと納税 

 本事業は、離島出身の本学学生が企画・立案、実施、成果の検証を主体的に行うことによ

り、離島固有の教育課題の克服と学生自身の学びと成長を目指すものであり、平成 29 年度

は文科省の「大学改革推進等補助金（地（知）の拠点大学による地方創生推進事業）」1,690

千円を経費として宮古島、八重山及び久米島の中高生を対象に、また平成 30 年度は学内の

「戦略的重点配分経費」の「地域連携支援体制構築強化経費」2,000 千円及びオーキッドバ

ウンティ寄付金 1,000 千円を運用して久米島と八重山の中高生を対象に、それぞれ夏期休

暇を利用して実施した。平成 29 年度の参加者総数は、学生 41 名、生徒 409 名、保護者 6 名

である（平成 30年度の参加者は不明）。成果の公表については、実施報告書を作成して関係

各機関に配布した。また、事業に参加した中高生へのアンケートの分析結果を事業展開の改

善に活用している。 

 

2.2.3.4 生涯学習推進部門研究紀要『生涯学習フォーラム』（第 1 号）の作成 

 沖縄県における生涯学習及び社会教育の諸課題に資する研究成果の公表を目的に、平成

29 年度から地域連携推進機構生涯学習推進部門が同紀要を編集・発行している。平成 29年

度は 411 千円の予算で第 1 号を 800 部発行し、関係各機関に送付した。 

 

2.2.3.5 地域におけるジェンダー協働意識の啓発と女性リーダーおよび理系女子学生育 

成プロジェクト 

 ダイバーシティ推進本部による本事業は、大学 COC 事業「ちゅら島の未来を創る知の津梁

（かけ橋）」における平成 29 年度個別取組事業（地域志向プロジェクト）として琉大コミュ

ニティキャンパス事業本部に採択され、1,000 千円の交付予算で実施した。地域における啓

発活動・人材育成の活動として共通教育科目「キャリアデザインとジェンダー」及び公開講

座「キャリアデザイン・フォーラム」を継続・強化するとともに、本学女性教員を含む地域

女性リーダーの育成および資質向上を図るため、従来から開催している「女性リーダーシッ

プセミナー」を継続して実施した。また、女性研究者を含む女性リーダーネットワーク形成

と促進の活動としては、平成 27 年度に立ち上げた地域産官学コンソーシアムを活用して県

内の各教育・研究機関の女性研究者を公開講座「キャリアデザイン・フォーラム」の講師に

招聘するとともに、沖縄県や県内の各企業・団体から受講生を受け入れた。なお、成果につ

いては本事業の最終報告書を作成して琉大コミュニティキャンパス本部に提出した。 

 

2.2.3.6 高校生のための心理学講座シリーズ  

 調査票の回答によれば、大学 COC 事業「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）」に係

る平成 29年度の取組事業として、人文社会学部（旧法文学部の事業を含む。）が本学及びサ

テライト会場の４施設において日本心理学会公開シンポジウムを開催した。だが、同事業は

琉大コミュニティキャンパス事業本部が採択した大学 COC 事業に係る平成 29 年度の個別取
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組事業（地域志向プロジェクト）9 件に含まれていないため（同本部の平成 29 年 3月 31 日

付け決定通知参照）、同事業が本学の COC 事業に係る取組みであるかどうか定かでない。な

お、旧法文学部では平成 28 年度まで県内離島及び僻地において「法文学部市民講座」を開

設してきたが、平成 30年度の学部改組に伴い、人文社会学部の事業として継続実施するこ

とを検討することとしている。 

 

2.2.3.7  Blooming Project Episode2  

 旧観光産業科学科観光経済・統計学ゼミの授業「観光学演習Ⅱ」において、平成 30 年度

に株式会社かりゆし支援金（40 万円）及びクラウドファンディング（31.5 万円）の経費に

より、豊見城市道をプランターの花で飾り、アンケートを実施して観光地としての景観の経

済価値を推計し、景観整備等の観光の質の向上に資する活動を行った。活動は新聞紙上で紹

介され、活動成果については報告書を作成して公表することとしている。この授業は地域志

向的な内容ではあるが、他の取組みとともに学部の組織的な社会連携・地域貢献事業として

位置づけられているかどうか、調査票の回答からは確認できない。 

 

2.2.3.8 外国語教育・異文化理解のための継続学習プログラム 

 本事業は、国際教育センター外国語ユニット及び旧法文学部所属の教員が大学 COC 事業

「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）」における平成 29 年度個別取組事業（地域志向

プロジェクト）として琉大コミュニティキャンパス事業本部に申請して採択され、1,500 千

円の予算を交付された。事業内容は、英語によるコミュニケーション能力を有するグローバ

ル人材の養成を目的に、「6 個学期外国語教育プログラム」の学習モデルを開発・試行する

ものである。「平成 29年度個別事業中間報告書」によれば、9月のハワイ海外文化研修に係

る事前・事後指導、ハワイ研修、公開講演とワークショップを実施し、研修報告書及び学習

プログラムの作成と地域への公開等を準備している。併せて事業の成果に関する検証等の

実施が期待される。 

 

2.2.3.9 アドバイザリースタッフ派遣事業 

 本事業は、教育学部が本学教職センター、沖縄県教育委員会及び那覇市教育委員会（NARA

ネット）等と連携して平成 25年度から実施しており、平成 29 年度は文部科学省大学 COC 事

業「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）」に係る本学の個別取組事業（地域志向プロ

ジェクト）に採択され、琉大コミュニティキャンパス事業本部から 1,500 千円の予算を措置

されて実施した。平成 29 年度は 79 名、平成 30 年度は 84 名の教員がアドバイザリースタ

ッフに登録しており、派遣実績は平成 29 年度 347 件、平成 30 年度（10 月 26 日現在）266

件である。成果は成果報告会を開催して公表しており、改善の仕組みについては共同研究推

進委員会で検討することとしている。 

 

2.2.3.10 出前授業・実験、講演 

 調査票の回答によれば､理学部は平成 29 年度 46 件、平成 30 年度は 27 件の県内小中高校

等での出前講義等、及び地域連携推進機構主催の公開講座に講師を派遣した。また各種団

体・企業等が開催した講演会やシンポジウム等にも平成 29年度 14 件、平成 30 年度 6 件の

講師を派遣している。だが、件数以外は記載内容に具体性がないため、実態の詳細は把握で

きない。 
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2.2.3.11 土曜塾 

工学部教員が教育学部教員及び沖縄市立美東中学校と連携して、平成 16年度からボラン

ティアで実施している数学の補習授業支援事業である。本学教員がスマートフォン等の端

末で数学を基礎からゲーム形式で学べるアプリを共同開発して中学生に使用してもらい、

アンケートを実施してアプリの改善等を図っている。成果は工学部で開催される「コンピュ

ーターと教育研究会」で発表することにしている。

2.2.3.12 琉球大学-京都大学合同デザインスクール 

工学部教員が平成 29 年度から平成 30 年度まで実施している事業であるが、調査票の回

答に詳細が記載されていないため事業内容等は判然としない。 

2.2.3.13 琉球大学びぶりお文学賞 

本事業は､言語力を向上させ、想像力、表現力想像力豊かな学生を育成するとともに、文

学の啓蒙活動を高め、地域社会における文学・文化活動のリーダーを輩出することと目的に、

附属図書館の企画事業として本学学生を対象に平成 19 年度に開始され、平成 25 年度から

は応募資格を県内の大学・高専の学生にも広げて実施している。受賞作品の全文は琉球大学

学術リポジトリにおいて公開している。 

2.2.3.14 沖縄県の健康長寿復興を目指した疾患ゲノム研究とゲノム研究人材育成事業 

（沖縄県先端医療実用化推進事業） 

 本事業は、医学研究科､医学部及び附属病院が沖縄県、理化学研究所、近畿大学、上海交 

通大学、国内外・県内医療機関、企業と連携して、内閣府の沖縄振興特別推進交付金によっ 

て 3 カ年間実施した。交付金は、平成 28 年度 95,500,000 円、平成 29 年度 159,500,000 円、 

平成 30 年度 99,811,000 円である。成果については事業報告書を作成して沖縄県等の関係 

機関に送付するとともに、シンポジウムを開催して一般にも公開している。取組みの改善等 

に関しては、沖縄県の事業評価委員会が事業内容をチェックしている他、医学研究科及び附 

属病院に研究推進委員会を設置し、毎年度委員会を 2 回開催して事業評価や改善案の検討 

等を行った。 

2.2.3.15 沖縄県地域医療支援センター運営事業 

 本事業は、医学部附属病院が沖縄県保健医療部、沖縄県病院事業局、沖縄県医師会及び沖 

縄地域医療支援センターと連携し、沖縄県保健医療部保健医療総務課の受託金（平成 29年 

度 40,011,000 円、平成 30 年度 47,260,000 円）により、主に地域枠出身医師のキャリア形 

成支援と一体的に離島・僻地の医師不足病院等の医師確保の支援を行い、医師の地域偏在の 

解消を図ることを狙いとしている。同センターは医学部附属病院のおきなわクリニカルシ 

ミュレーションセンター内に設置されており、支援事業の成果は同センターの HP に実績資

料を掲載するとともに、事業報告書を作成・公表し、また同センターの広報誌（Muru Uchina）

で活動状況の公表を行っている。取組みの検証等はセンター運営委員会や体験報告会等の

議論を通してその都度実施している。

2.2.3.16 観光行動実践モデル展開促進事業 
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 本事業は、グローバル教育支援機構の保健管理部門が中心となり、医学部附属病院、医学

部保健学科、旧法文学部、教育学部、地域連携推進機構及び沖縄県保健医療部健康長寿課と

連携して平成 29 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日に実施した、沖縄県の「ゆい健康プロジ

ェクト」の委託事業であり、契約金額は 38,990,000 円で、先行事業の成果を基に作成され

た健康行動実践モデル集『ゆいけんヘルスサポートブック』を活用した健康づくりの普及・

実践を県内の各市町村で展開した。成果は、モデル集の公表、学会での論文発表、県内新聞

各紙での活動報告等を行い、また取組みの改善については県内市町村での事業成果報告会

や関係機関での中間報告会等で意見交換等を行った。 

    

2.2.3.17 地域企業（自治体）お題解決プログラム 

 地域連携推進機構生涯学習推進部門が一般社団法人大学コンソーシアム沖縄及び県内他

大学と連携し、県内市町村で行われる課題解決プロジェクトに学生が長期インターンとし

て参加することで社会人基礎力やキャリア観の育成を図ることを目的として開設した、「地

域創生」副専攻の共通教育科目（前・後期）である（平成 29年度後学期、平成 30 年度前・

後学期。平成 31 年度以後も実施予定）。受講者：平成 29年度 25 人、平成 30 年度前期 9人 

 

2.2.3.18 正課外地域実践教育プログラム（COC＋事業フィールド演習） 

 本学及び県内他大学の学生を地域の各フィールドに派遣し、そこでの活動や実践を通じ

て、地域社会への理解を深め、地域の維持・発展に必要な実践的能力を育成する機会を提供

する取組みで、正課外の共通教育等科目琉大特色・地域創生科目（地域プロジェクト実践）

として実施し、久米島町、南城市、石垣島、宮古島でのフィールドワーク（「宮古島を元気

にするプロジェクト」MGP14）を行った。受講生：平成 29年度 65 名、平成 30 年度 48 名（予

定） 

 

2.2.3.19 地域協創型学生プロジェクト（ちゅらプロ） 

 琉大コミュニティキャンパス事業本部及び地域連携推進機構生涯学習推進部門が主催し、

同機構産学官連携部門の協力を得て実施する学生の正課外活動であり、学内公募により学

生が 3人以上のチームを組み、自ら「地域」に入り、地域の再生・活性化やそこでの課題の

発見・解決等に取り組む正課外のプロジェクトとして実施した。平成 29年度は 2件、平成

30 年度は 3 件採択した。 

 

2.2.3.20 子供の居場所学生ボランティアセンターの運営支援 

 本学学長が代表理事を務める一般社団法人大学コンソーシアム沖縄の「子供の居場所学

生ボランティアセンター」（センター長は本学の旧法文学部教授）が県内の各大学等と連携

して実施する子供の居場所へ学生を派遣する事業に対して、本学の地域連携推進課が事務

的支援を行っている。これまで、本学の学生を含めて平成 29 年度 122 人、平成 30 年度 10

月 1 日現在 157 人を派遣した。 

（回答期限：令和元年6月 28日） 
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7 監事意見 

 本学は、地域との共生・協働によって「地域とともに豊かな未来社会をデザインする大学」 

を目指すとともに、「アジア・太平洋地域の活性化に貢献する中核的な教育研究拠点」とな 

ることをビジョンとして掲げている。また本学が沖縄県に立地する唯一の総合大学として 

地域の人材育成と科学技術及び地域の振興に責務を負うことも自明である。こうした背景 

を踏まえ、本学は第 3期中期目標期間において、COC 事業での実績を基盤に地域課題の解決 

に資する取組みをさらに拡充強化するとともに、沖縄産学官協働人財育成円卓会議と連携 

して高度な地域人財の育成に資する実践的教育プログラムの開発・提供を図るため、重点支 

援評価に係る戦略 3として「協働（交流と参画）を核とした産学官連携システムの構築によ 

る人材育成」に努めることとしている。 

上記の監査結果が示すように、こうしたビジョン及び中期目標の達成に向けて、本学の 

各部局等においては多種多様な地域連携・社会貢献事業が精力的に展開されており、その成

果も決して少なくない。これは、県民及び県系移民の第一声から始まった本学の歴史に鑑み

るとき、本学に対する地域住民の熱い期待に応えるべく教職員が一丸となって自らの使命

達成に邁進してきた結果であるとも言える。とりわけ広範囲に及ぶ島嶼部での連携事業と

地域貢献は他大学には望むべくもない本学独自のミッションであり、成果である。だが、誇

るべき実績があるとは言え、これまでの事業展開については改善を要する点や課題が全く

ないわけではない。今回の業務監査を通じて今後改善を要する事項ないしは検討課題と思

われた点を挙げるとすれば、次のとおりである。 

１）地域連携事業に係る「（学内外）各関係機関との連絡調整」の仕組み

本学では地域連携に関する多種多様な事業が実施されているが、その事業の全体につい

て、いかなる内容の事業がどの部局等で何時どのように実施されているかを、どこで誰が把

握しているのかが確認できない。規則等では、「機構規則」第 10 条第 1 項で設置が規定さ

れ、各部局等の代表を構成員とする地域連携推進会議が「（…）琉球大学全体の地域連携活

動に係る企画・立案・支援、評価を総括することにより、地域連携への取り組みを全学的に

推進する」（「国立大学法人琉球大学地域連携推進会議規程」(平成 28 年 2月 23 日制定、平

成 30年 4月 1日施行)第 2 条(目的)）ことになっており、当該の事業全体の統括と PDCA サ

イクルの運用も同推進会議の任務だと思われるが、そもそも同会議自体が平成 29 年度は 2

回、平成 30年度は 1回しか開催されていないため（下記の 3）参照）、本学における地域連

携・貢献事業の全学的なマネジメントが実効的に行われているかどうか、甚だ見極め難い。

また、各種事業の展開に当たって必要な学外関係機関との連携と協働体制の構築はそれぞ

れの事業母体である各部局等で独自に行っているのが実状であるが、学内外の各関係機関

との「協働体制の構築に関すること」は、規則上は地域連携企画室の業務とされている（「機

構規則」第 4 条（1）ウ及びエ）。たしかに効率的な事業展開のためには実施母体を中心とす

るコンパクトな活動が有効ではあろうが、地域連携推進機構設置の趣旨に鑑みるなら、とり

わけ地域連携・貢献事業の全学的なマネジメントの観点にも意を用いるべきであろう（上記

の 1.4 及び 1.5 参照）。

２）各部局における地域連携事業の検討・実施組織、規程等

旧法文学部、旧観光産業科学部、農学部及び理学部には「琉球大学地域貢献推進委員会

規程」（平成 14 年 6 月 25 日制定、平成 28 年 4 月 1 日廃止）第 7 条の規定に基づき、当該

21 / 27 50 / 90



21 

学部での地域貢献事業について「琉球大学地域貢献推進委員会との連絡調整」及び「地域貢

献への組織的、総合的な取り組みを推進すること」を目的として、それぞれ地域貢献支援委

員会及び同委員会規程が整備されている。だが、工学部の社会連携委員会は「産業技術特別

講演会に関すること。工学部後援会に関すること。」等、別種の業務を担う組織として設置

されている。また同委員会規程（平成 19年 3月 14 日制定）には根拠規定が欠けているが、

医学研究科・医学部の国際交流・地域連携推進委員会は医学研究科・医学部将来計画委員会

規程第 6 条第 2項を根拠規定としている。 

なお、上記の「琉球大学地域貢献推進委員会規程」は既に廃止されていることから、当

該規程を根拠とする各部局の地域連携事業を担う組織は現在、規則上は全学的な組織との

関係が断たれており、また上述のとおりもともと全学的な規則等との関係づけを欠いた規

程等もあることから、全学的な上位規則の整備を踏まえ、各部局においては改めて規程等の

見直しを行い、当該組織の規則上の正当化を急がねばならない。 

３）地域連携推進会議の活性化

だが、この点については先に解決すべき別の課題がある。従来の地域貢献推進委員会に

代わる地域連携推進機構の設置（平成 28 年 4 月 1 日）によって、本学の地域連携事業は、

一方では「全学的かつ一体的な観点」から策定された「戦略」に基づき全学的な「協働体制」

を構築して実施されることとなったが、他方では、同機構の組織構成に示されているように、

同機構と部局等との連携を担保する仕組みが欠如することにもなった。両者の組織的連携

を実際に担保し得るのは、部局等の代表が参加しない地域連携推進機構でも地域連携推進

機構運営会議でもなく（「機構規則」第 5条（組織）及び第 14条（運営会議の組織）参照）、

各部局等の代表をも構成員とする地域連携推進会議（前掲「国立大学法人琉球大学地域連携

推進会議規程」第 4 条(組織)参照）のみであるが、同会議は、平成 29年度はメールによる

書面会議で 2 回（平成 30年 2月 14 日：公開講座に関する規程制定の審議、平成 30 年 3 月

7 日：自治体との包括的連携に関する協定締結についての審議）、平成 30年度は 1回（平成

30 年 6 月 25 日：民間企業との包括的連携に関する協定締結の審議と 3件の報告）開催され

ただけで、規程に謳われている同会議の「目的」及び「審議事項」の規定に照らしてみれば

事実上休眠状態となっているのは上述のとおりである。地域連携事業における地域連携推

進機構と部局等との組織的連携の実質化を図るためには、先ずは同会議の活性化こそが必

要であろう。 

４）PDCA サイクルの運用による取組みの改善の仕組み

地域連携事業に限ったことではないが、大学機能の改善と強化に関して PDCA サイクルの

構築と運用の必要性が早くから指摘されてきた。長期的な展望に立って遂行される教育研

究機能に比して、例えば即効性を期待する自治体等の地域振興補助金で実施される地域連

携事業等についてはこの指摘は比較的説得力を持つようにも思われるが、この機能を含め、

総じて大学機能の改善と強化に係る PDCA サイクルは本学では未だ整備されていない。 

 教育研究機能を含め、大学機能の改善と強化に関する全学的かつ恒常的な取組みについ

ては、従来、本学でも法人組織規則及び学則等による規定は定められていないが、いわゆる

「大学改革」に対する昨今の厳しい社会的要請に鑑みれば、規則等の整備を踏まえた不断の

意識的かつ真摯な取組みが必要ではないかと思われる。  

以上 
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【資料２】

社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する大学機能を達成するための措置の実施状況

1 「地域活性化の中核的拠点」としての機能強化に資する社会連携・地域貢献事業に係る体制の整備状況

№ 事　項　名  等 担当役員等 対応部局等

（１）

事項名：関係各機関との組織的な連携・協働を担保する仕組みの運用状況（1.5）

（以下　監事意見）
地域連携推進機構と学内及び学外の関係各機関との協働体制の構築については「機構規
則」第4条（業務）（１）ウ及びエでその実施組織ないし担当部門が規定されており、学外の関
係各機関との協働に関してはさらに「包括的連携・協力協定締結に関する基本方針」の「3．
連携・協力の実施」において「連携内容及び方法等」は地域連携推進会議で検討すると定め
ている。また、地域連携推進会議の議事要旨で見る限り、学外の関係各機関との協定締結
については規則等に則り地域連携企画室の提案説明に基づく審議・決定が行われている。
だが、社会連携・地域貢献に係る地域連携推進機構を含む学内の関係各機関相互の組織
的な連携・協働については、連携・協働の方法等、それを担保する仕組みが確立されている
かどうか、また実際にその仕組みが運用されているかどうか、調査票の回答等からは確認で
きない。「全学的かつ一体的な観点」から社会連携・地域貢献の戦略を確立するという地域
連携推進機構の設置の趣旨に鑑みて、組織的な連携・協働を担保する仕組みの構築は不
可避の課題と言えよう。

※資料３（１）と併せて回答可

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

2 「地域活性化の中核的拠点」としての機能強化に資する社会連携・地域貢献事業の実施状況

2.1　人材育成

№ 事　項　名  等 担当役員等 対応部局等

（２）

事項名：沖縄産学官協働人財育成円卓会議の設立（2.1.1.1）

（以下　監事意見）
沖縄産学官協働人財育成円卓会議が「沖縄産学官協働人財育成円卓会議設置要綱」に基
づいて人財育成事業を展開しているが、公表予定とされた取組みの実施状況に関する情報
は事務局を置く本学の公式HP及び学内広報（イントラ）では未だ公開されておらず、成果の
公表や取組みの改善等に関する対応も確認できていない。

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

2.1.2　自治体との連携（人材育成事業の協働支援、ICTを活用した初等中等教育支援）

№ 事　項　名　等 担当役員等 対応部局等

（３）

事項名：琉大農場祭り（千原フィールド）（2.1.2.6）

（以下　監事意見）
農学部が２年に一回開催する一般市民向けのワークショップで、平成29年度は亜熱帯フィー
ルド科学教育研究センターが同センターの予算により実施した。平成30年度は与那フィール
ドでオープンフォレストを開催することにしている。案内等は本学HPのセンターのサイトに掲
載しているが、成果の公表、取組みの改善に関するデータはない。

農学部長 農学部

（４）

事項名：琉球大学と沖縄県教育委員会との高大連携事業（2.1.2.14）

（以下　監事意見）
本事業は、双方の代表で組織する高大連携推進協議会が実施主体となって平成15年度か
ら継続している取組みであり、平成30年度もグローバル教育支援機構が各学部の協力を得
て沖縄県教育委員会と連携し、同機構の高大連携経費20万円を運用して高校生を対象とし
た公開授業、公開講座及び出前講座を実施している。実績は毎年度高大連携提供科目及
び受講者数を本学の大学教育センターHPで公開しており、例えば平成29年度は公開授業46
科目、公開講座12科目、出前講座45科目を提供した。取組みの検証・改善の仕組みは特に
整備していない。

教育・学生支援担当
理事

グローバル教育支援
機構
教育支援課

監事監査報告書（令和元年５月１３日付け学内監第２号）検討・対応事項一覧(その１）

2.1.1　地元産業界との連携（産学連携教育ネットワークの形成、産学協働によるイノベーション人材の育成、実務家教員の登用、短
期プログラムによるリカレント教育、地域での長期インターンシップ、卒業生の地域就職実績等）
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【資料２】

2.1.3　地域との連携（社会人の生涯学習、履修証明制度、他大学との連携）

№ 事　項　名　等 担当役員等 対応部局等

（５）

事項名：琉大ツーリズムアカデミー（2.1.3.2）

（以下　監事意見）
本事業は、旧観光産業科学部が名桜大学、沖縄観光コンベンションビューロー、オンライン
講座実施専門機関、沖縄県ホテル協会、沖縄県旅行・観光事業協同組合、株式会社OTS
サービス経営研究所等と連携し、内閣府の沖縄人材育成事業費補助金（沖縄県人材育成留
学等支援）33,000千円の交付を受けて、平成30年4月1日～平成31年3月31日に観光産業従
事者、自治体職員等を対象とする学び直し機会提供の取組みとして実施された。成果は公
表しているとしているが、公表の方法等は定かでない。

国際地域創造学部
長

国際地域創造学部

2.2　地域課題解決・地域活性化

2.2.1　地元産業界との連携（産学連携拠点形成、企業等との共同・受託研究、大学発ベンチャーの設立）

№ 事　項　名  等 担当役員等 対応部局等

（６）

事項名：沖縄県科学技術イノベーションシステム構築事業（2.2.1.3）

（以下　監事意見）
本事業は、平成27年度～31年度に実施する沖縄県の委託事業であり、本学と公益財団法人
沖縄科学技術振興センターが協定に基づき設立する「共同企業体」が業務を受託し、「委託
業務実施計画書」に従って両者が業務を分担して実施するものである。平成29年度は5,992
千円、平成30年度は4,896千円の経費を運用し、本学は「県内大学等の研究シーズの収集」
を、沖縄科学技術振興センターは「県内大学等研究シーズと県内外企業ニーズのマッチン
グ」「産学連携による共同研究の支援」「共同研究のフォローアップ」「県内研究環境等の情
報提供」及び業務全体の統括管理等をそれぞれ担当した。収集した研究シーズは沖縄科学
技術振興センターのHPで公表し、本学の研究シーズは産学連携部門のHPで公表している。
取組みの改善の仕組みは特に整備していない。

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

（７）

事項名：琉球大学ブランド商品開発支援事業（2.2.1.6）

（以下　監事意見）
平成28年度から大学運営費（その他）3,000千円を運用して、教員、学生及び協力企業の連
携による「琉球大学ブランド商品」の開発を支援する事業であり、平成29年度以降は「産学連
携に資する研究促進等活動寄付金」2,000千円も投入して支援することにした。平成29年度
は2件、30年度も2件を採択した。開発した商品は記者発表を行い、公式HPでも公表してい
る。取組みの改善に係る仕組みは整備していない。

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

2.2.2　自治体との連携（雇用創出・若者定着の取組み、連携強化の組織的取組み、審議会等への教職員参画、協力協定の実施）

№ 事　項　名  等 担当役員等 対応部局等

（８）

事項名：旧白浜旅館の古文書等の整理と目録作成（2.2.2.3）

（以下　監事意見）
本事業は、国際地域創造学部教員が熊本県多良木町から依頼され、2018年7月30日～2019
年1月31日に実施した受託研究事業であり、同町から研究費として400千円の交付を受け
た。なお、受託研究契約書の受託者は本学学長、委託者は多良木町長である。契約書では
「研究成果の公表」に関する条項はあるが、平成30年10月31日現在成果の公表は行ってい
ない。

国際地域創造学部
長

国際地域創造学部

（９）

事項名：琉球大学資料にみる八重山の自然とくらし：ギャラリートークと講演会（2.2.2.4）

（以下　監事意見）
本事業は、附属図書館が平成29年12月16日～12月17日に石垣市立図書館において石垣市
との共催で本学の風樹館との合同企画展を開催したものである。「ちゅら島の過去と未来を
見つめるまなざし～地域の歴史・変容の過程を見つめる力を育成するプログラム」と題する
本事業は、文部科学省大学COC事業「ちゅら島の未来を創る知の津梁（かけ橋）」に係る本
学の平成29年度の個別取組事業（地域志向プロジェクト）に採択され、琉大コミュニティキャ
ンパス事業本部から措置された1,000千円の予算で実施した。成果の公表及び取組みの改
善策については調査票の回答に記載がないため確認できない。

附属図書館長 附属図書館
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【資料２】

（１０）

事項名：琉球大学資料にみる宜野座村の自然と暮らし：ギャラリートークと講演会（2.2.2.5）

（以下　監事意見）
本事業は、附属図書館が平成30年10月27日～11月30日に宜野座村立博物館において宜野
座村教育委員会との共催で本学の風樹館との合同企画展を開催したものである。必要経費
の出所、成果の公表及び取組みの改善策については調査票の回答に記載がないため確認
できない。

附属図書館長 附属図書館

№ 事　項　名  等 担当役員等 対応部局等

（１１）

事項名：Blooming Project Episode2（2.2.3.7）

（以下　監事意見）
旧観光産業科学科観光経済・統計学ゼミの授業「観光学演習Ⅱ」において、平成30年度に
株式会社かりゆし支援金（40万円）及びクラウドファンディング（31.5万円）の経費により、豊
見城市道をプランターの花で飾り、アンケートを実施して観光地としての景観の経済価値を
推計し、景観整備等の観光の質の向上に資する活動を行った。活動は新聞紙上で紹介さ
れ、活動成果については報告書を作成して公表することとしている。この授業は地域志向的
な内容ではあるが、他の取組みとともに学部の組織的な社会連携・地域貢献事業として位置
づけられているかどうか、調査票の回答からは確認できない。

国際地域創造学部
長

国際地域創造学部

（１２）

事項名：出前授業・実験、講演（2.2.3.10）

（以下　監事意見）
調査票の回答によれば､理学部は平成29年度46件、平成30年度は27件の県内小中高校等
での出前講義等、及び地域連携推進機構主催の公開講座に講師を派遣した。また各種団
体・企業等が開催した講演会やシンポジウム等にも平成29年度14件、平成30年度6件の講
師を派遣している。だが、件数以外は記載内容に具体性がないため、実態の詳細は把握で
きない。

理学部長 理学部

（１３）

事項名：琉球大学-京都大学合同デザインスクール（2.2.3.12）

（以下　監事意見）
工学部教員が平成29年度から平成30年度まで実施している事業であるが、調査票の回答に
詳細が記載されていないため事業内容等は判然としない。 工学部長 工学部

2.2.3　地域との連携（附属学校と教育委員会との連携、地域教育課題の取組み、地域医療の充実、学生参加型の課題解決、学生
ボランティア）
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【資料３】

№ 事　項　名　等 担当役員等 対応部局等

（１）

事項名：地域連携事業に係る「（学内外）各関係機関との連絡調整」の仕組み

本学では地域連携に関する多種多様な事業が実施されているが、その事業の全体につい
て、いかなる内容の事業がどの部局等で何時どのように実施されているかを、どこで誰が把
握しているのかが確認できない。規則等では、「機構規則」第10条第1項で設置が規定され、
各部局等の代表を構成員とする地域連携推進会議が「（…）琉球大学全体の地域連携活動
に係る企画・立案・支援、評価を総括することにより、地域連携への取り組みを全学的に推
進する」（「国立大学法人琉球大学地域連携推進会議規程」(平成28年2月23日制定、平成
30年4月1日施行)第2条(目的)）ことになっており、当該の事業全体の統括とPDCAサイクル
の運用も同推進会議の任務だと思われるが、そもそも同会議自体が平成29年度は2回、平
成30年度は1回しか開催されていないため（下記の3）参照）、本学における地域連携・貢献
事業の全学的なマネジメントが実効的に行われているかどうか、甚だ見極め難い。また、各
種事業の展開に当たって必要な学外関係機関との連携と協働体制の構築はそれぞれの事
業母体である各部局等で独自に行っているのが実状であるが、学内外の各関係機関との
「協働体制の構築に関すること」は、規則上は地域連携企画室の業務とされている（「機構
規則」第4条（1）ウ及びエ）。たしかに効率的な事業展開のためには実施母体を中心とするコ
ンパクトな活動が有効ではあろうが、地域連携推進機構設置の趣旨に鑑みるなら、とりわけ
地域連携・貢献事業の全学的なマネジメントの観点にも意を用いるべきであろう。

※資料２と併せて回答可。

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

（２）

事項名：各部局における地域連携事業の検討・実施組織、規程等

旧法文学部、旧観光産業科学部、農学部及び理学部には「琉球大学地域貢献推進委員会
規程」（平成14年6月25日制定、平成28年4月1日廃止）第7条の規定に基づき、当該学部で
の地域貢献事業について「琉球大学地域貢献推進委員会との連絡調整」及び「地域貢献へ
の組織的、総合的な取り組みを推進すること」を目的として、それぞれ地域貢献支援委員会
及び同委員会規程が整備されている。だが、工学部の社会連携委員会は「産業技術特別
講演会に関すること。工学部後援会に関すること。」等、別種の業務を担う組織として設置さ
れている。また同委員会規程（平成19年3月14日制定）には根拠規定が欠けているが、医学
研究科・医学部の国際交流・地域連携推進委員会は医学研究科・医学部将来計画委員会
規程第6条第2項を根拠規定としている。
なお、上記の「琉球大学地域貢献推進委員会規程」は既に廃止されていることから、当該規
程を根拠とする各部局の地域連携事業を担う組織は現在、規則上は全学的な組織との関
係が断たれており、また上述のとおりもともと全学的な規則等との関係づけを欠いた規程等
もあることから、全学的な上位規則の整備を踏まえ、各部局においては改めて規程等の見
直しを行い、当該組織の規則上の正当化を急がねばならない。

地域・社会連携担当
理事

各学部長

地域連携推進機構
地域連携推進課

各学部

（３）

事項名：地域連携推進会議の活性化

だが、この点については先に解決すべき別の課題がある。従来の地域貢献推進委員会に
代わる地域連携推進機構の設置（平成28年4月1日）によって、本学の地域連携事業は、一
方では「全学的かつ一体的な観点」から策定された「戦略」に基づき全学的な「協働体制」を
構築して実施されることとなったが、他方では、同機構の組織構成に示されているように、同
機構と部局等との連携を担保する仕組みが欠如することにもなった。両者の組織的連携を
実際に担保し得るのは、部局等の代表が参加しない地域連携推進機構でも地域連携推進
機構運営会議でもなく（「機構規則」第5条（組織）及び第14条（運営会議の組織）参照）、各
部局等の代表をも構成員とする地域連携推進会議（前掲「国立大学法人琉球大学地域連
携推進会議規程」第4条(組織)参照）のみであるが、同会議は、平成29年度はメールによる
書面会議で2回（平成30年2月14日：公開講座に関する規程制定の審議、平成30年3月7日：
自治体との包括的連携に関する協定締結についての審議）、平成30年度は1回（平成30年6
月25日：民間企業との包括的連携に関する協定締結の審議と3件の報告）開催されただけ
で、規程に謳われている同会議の「目的」及び「審議事項」の規定に照らしてみれば事実上
休眠状態となっているのは上述のとおりである。地域連携事業における地域連携推進機構
と部局等との組織的連携の実質化を図るためには、先ずは同会議の活性化こそが必要で
あろう。

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

（４）

事項名：PDCAサイクルの運用による取組みの改善の仕組み

地域連携事業に限ったことではないが、大学機能の改善と強化に関してPDCAサイクルの
構築と運用の必要性が早くから指摘されてきた。長期的な展望に立って遂行される教育研
究機能に比して、例えば即効性を期待する自治体等の地域振興補助金で実施される地域
連携事業等についてはこの指摘は比較的説得力を持つようにも思われるが、この機能を含
め、総じて大学機能の改善と強化に係るPDCAサイクルは本学では未だ整備されていない。

教育研究機能を含め、大学機能の改善と強化に関する全学的かつ恒常的な取組みにつ
いては、従来、本学でも法人組織規則及び学則等による規定は定められていないが、いわ
ゆる「大学改革」に対する昨今の厳しい社会的要請に鑑みれば、規則等の整備を踏まえた
不断の意識的かつ真摯な取組みが必要ではないかと思われる。

地域・社会連携担当
理事

地域連携推進機構
地域連携推進課

監事監査報告書（令和元年５月１３日付け学内監第２号）検討・対応事項一覧(その２）

7　監事意見について
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【回答様式】

部局等名：

記入例
資料２
（○）

○○事業について

（記入例）
○○事業については、別添１のとおり○○を対象として○○をテーマとする○○○を○○公民館をはじめとした県内○○施設で○○日実施し、延べ○○人の参
加者があった。今後は、次年度の開催に向けて、参加者から集めたアンケート結果や、実施に当たっての問題点等を検証することで、事業内容の見直しや改善を
図っていく予定。
なお、本事業の実施報告に関しては、本学公式HP及び学内広報にも掲載し、学内外への周知を行っている。

記入例
資料２
（○）

○○ワークショップについて

（記入例）
本ワークショップは、○○○をテーマとし、本学学生と○○がグループワークを通じて○○の発見や、○○の手法等を検証する体験型ワークショップである。
平成○○年度から実施しており、これまでの参加人数は延べ○○名。
当初、調査票では未記載であったが、詳細については別添１のとおりであり、これまでの実施内容は本学HPでも掲載している。
なお、本ワークショップは開催毎に意見交換を実施し、今後の課題や問題点について検証を行うことで、取り組みの改善に役立てている。

※エビデンス等あれば併せて提出願います。

※回答については本様式にとらわれず、必要に応じて任意に作成頂いても構いません。

資料名
及びNo.

事項名 監事監査結果及び意見に対する今後の具体的な対応（検証及び改善等）
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７０周年記念誌目次（5/17現在） 

第１章 70年のあゆみ（32～34 ページ程度） 

第 1 節 布令・琉球政府立の時代（1950～1972） 

 小項目略 

第 2 節 国立琉球大学（1972 年～2004 年） 

 小項目略 

第 3 節 国立大学法人琉球大学（2004～2019）「法人化以降の歩み」 

1 大学の役割と経営の変化（2 頁） 

2 大学教育の在り方とその変化（2 頁） 

3 変化する研究環境と研究分野（2 頁） 

4 中期目標と中期計画（第１期～第 3 期）の変化（2 頁） 

5 琉球大学の地域貢献（２項） 

6 琉球大学の国際化と人材育成（２項） 

第２章 琉球大学の地域貢献（40～52 ページ程度） 

第 1 節 教育（人材育成）による産業、教育文化、行政、地域医療への貢献（15～20 頁） 

1 琉大から輩出した社会のリーダー 

2 サークル活動を中心として学生の活動

第 2 節 教員の研究活動による地域への貢献（17 頁） 

1 1950 年代の普及事業（ミシガン州立大学の指導（ミシガンミッション））などによる

地域貢献 

2 各学部の地域貢献の取組(８頁) 

3 同窓会  

第 3 節 琉球大学の地域貢献活動（10～15 頁） 

1 沖縄産学官協働人材育成円卓会議・大学コンソーシアム沖縄【事務（1,600 字程度）】 

2 包括連携協定とその成果【事務（1,600 字程度）】 

3 産学官連携【玉城先生（3,200 字程度）】 

4 公開講座・出前講座等【背戸先生、柴田先生（3,200 字程度）】 

5 サテライトキャンパス（⇒COC事業について記載する）【小島先生（3,200 字程度）】

6 未来共創フェア【畑中先生（3,200 字程度）】 

7 琉大未来共創フォーラム（琉大２１世紀フォーラム）【事務（1,600 字程度）】 

第３章 琉球大学の国際化と人材育成（50 ページ程度） 

第 1 節 沖縄県のグローバル人材育成事業と琉球大学 

小項目略 

第 2 節 琉球大学の「グローバル人材育成」の礎づくり 

小項目略 

第 3 節 琉球大学の「グローバル人材育成」の 10 年 

小項目略 

第 4 節 世界をつなぐ「津梁」としての琉球大学の研究活動 

小項目略 

黒字･･･記念誌編集専門部会決定の項目及び頁数 

赤字･･･目次、担当及び文字数の案 

【審議３】 
令和元年６月７日 

地域連携企画室会議　承認

1 / 5 57 / 90



第４章 これからの琉球大学（研究、人材育成、地域貢献、地域医療）（22 ページ） 

第 1 節 研究（6 頁） 

 小項目略 

第 2 節 人材育成（8 頁） 

 小項目略 

第 3 節 地域貢献（4 頁） 

1 沖縄産有用資源を活用した応用研究と地域貢献（琉大ブランド）2 頁 

2 若手研究者による地域基盤型研究の紹介 2 頁 

第 4 節 地域医療（4 頁） 

1 沖縄健康医療拠点としての琉球大学病院 

 

 

第５章 各学部、各部署の最近 10年(2010～2019) （74 ページ程度） 

第 1 節 各学部・大学院（27 頁） 

 小項目略 

第 2 節 運営推進組織（30 頁） 

 1 グローバル教育支援機構 

 2 研究推進機構 

3 地域連携推進機構 2 頁 

 ２０１０年～２０１５年 

 地域連携推進機構前の取組み 

① 生涯学習教育研究センターの取組【背戸先生（320 字程度）】 

② 産学官連携推進機構の取組【玉城先生（320 字程度）】 

③ RCC 事業【小島先生（300 字程度）】 
 

 ２０１５年（平成２８年度）～２０２０年（２０１９年８月まで） 

 地域連携推進機構の設置及び取組 

① 地域連携推進機構の設置 地域連携推進機構の設置に向けて（答申）【事務（150 字程度）】 

② 地域貢献型大学としてのブランド確立に向けた地域貢献事業循環型モデルに関する具体

的方策等について（最終答申）【事務（150 字程度）】 

③ 地域連携企画室の取組【島袋先生（650 字程度）】 

例：アクティブシンクタンク、戦略的地域連携推進経費 

④ 産学官連携部門の取組【玉城先生（650 字程度）】 

⑤ 生涯学習推進部門の取組【柴田先生（650 字程度）】 

大学 COC 及び COC+事業を含む 

 

第 3 節 大学附属研究施設等（17 頁） 

 小項目略 

 

 

第６章 資料編（31 ページ程度） 

  小項目略 

 

 

編集後記（2 頁） 
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開学７０周年記念誌 編集方針

１．編集方針

①「地域と共に 70年」－ 本学の歴史を「地域社会への貢献、国際社会への貢献」の

視点で語り直し、これを土台に現時点でのこれからの琉球大学の方向性を示す。 

②各部署では、組織の変遷を中心に 60周年からあとの 10年を書く。これまでの学部

や学科、事務の変遷を図表化して 6章の資料に入れる。

③紙媒体の発行は最少におさえて、琉大 HPにデジタルデータとして残す。

④写真等を多く入れ、読みやすいものとする。（琉大に関係している写真の収集）

＊編集者を入れることで見やすく、読みやすくする。但し、沖縄の高等教育の研修

者の資料として依拠できるものにする。学術的、資料的価値は落とさない。出典も

しっかり記録する。

２．記念誌の名称

国立大学法人琉球大学 70 周年記念誌とする。 

３．編集内容

別紙のとおり

４．編集要項

（1） 6 分科会の下で本学の歴史を「地域社会への貢献、国際社会への貢献」を主眼と

して編集する。

（2） 写真等は文章の中に挿入する。

（3） コラムにはインタビュー等を挿入し，それぞれの章を補完する。

（4） 資料はその収録に正確を期し，編集する。

５．規模

Ａ4 版 250～300 ページ以内。 

６．記念誌発行の時期

2020 年 3 月 31 日 
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開学７０周年記念誌 執筆要領

Ⅰ．原稿の提出方法

「Ⅱ 原稿の体裁」に従って書式設定済みのファイルを，70 周年記念事業担当から

各章を担当する分科会長宛に送付する。

各分科会長は，原稿を節ごとに１ファイルにまとめた上で，章全体のファイル全て

を，70 周年記念事業担当（70th@to.jim.u-ryukyu.ac.jp）當眞宛てにメールに添付し

送付する。【ファイル名の例：70 周年誌 1 章 1 節】

Ⅱ．原稿の体裁等

1. 原稿は Microsoft Word 形式で作成する。

2. Ａ4 版の用紙に 40 字×40 行で入力する。

3. 日本語フォントは，ＭＳ明朝 10.5，英字フォントは，Century 10.5 とする。

4. 余白は上 3.5，下 3.0，左 3.0，右 3.0 とする。

5. 段組は１段組とする。

Ⅲ．原稿の書き方

1. 文章は「である」調とする。

2. 当用漢字，現代かなづかいを用いる。

3. 読み方の難解な語にはふりがなをつける。

4. 省略･略語に対する正式名称等は，必要に応じて付記する。

5. 数字は算用数字を用いて，1 桁は全角，2 桁以上は半角とする。

6. アルファベットおよび括弧などの記号は，原則として半角文字を用いる。

7. 句読点は全角コンマ「，」と全角白丸「。」を用いる。

8. 外国人の名前は，原則として原語で表記する。

9. 暦年は，西暦で統一し，元号を（ ）内に略して記入する。

例：1950 年（昭和 25 年）

10. 外国語の使用については，特に必要があると認める場合について日本語に翻訳する。 

11. 図・表・写真には，それぞれの通し番号を付し，必ずタイトルをつける。

【例:図-1，表-1，写真-1】タイトルの位置は，図や写真は下部に，表は上部中央

に配置すること。

挿入希望箇所を本文中に記入する。【例：図-1入る】

図 ・ 表 及 び 写 真 の 原 本 は ， 各 分 科 会 長 が 70 周 年 記 念 事 業 担 当

（70th@to.jim.u-ryukyu.ac.jp）當眞宛てに送付する。

※著作権のある図・表・写真を借用する場合は，事前に原著者および発行所等か

ら，記念誌への転載と電子公開への再転載の許諾を，執筆者の責任において得て

おくこと。

12. 引用文献，参考文献が必要な場合，文献番号は，本文中または引用した図・表・

写真のタイトルの最後に，上付数字で 1),2),3)…のように明記する。

参考文献は本文の文末に記載する。著者名（発表年）．タイトル（本の場合はタイ

トルを『 』に入れ続いて, 発行所）雑誌名（巻数），頁とする。（英文文献も同様
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に記載する。） 

【例（一部引用の場合）】 

1) 琉大太郎（2010）． 『琉大の歴史』 琉大出版会 p.5-10
【例（全体引用の場合）】 

2) 琉大太郎（2012）． 『琉球大学』 琉大出版会 214p.
 【例（ウェブサイトを参照した場合）】 

ウェブサイトのアドレスを記載する際には，末尾に参照年月日を明記すること。 

3)琉球大学同窓会ホームページ

http://www.u-ryukyu.ac.jp/univ_info/dousoukai/enkaku.html

2019 年 4月 30 日閲覧.

Ⅳ. その他 

 各節のページ数が当初の予定から変更になる場合は，各分科会にて調整を行う。 

各章のページ数が当初の予定から変更になる場合は，速やかに各分科会長から 70 
周年記念事業担当（70th@to.jim.u-ryukyu.ac.jp）當眞を通じて専門部会長へ報告を

行うこと。 

Ⅴ. 原稿締切日について 

2019 年 9 月末

Ⅵ． 刊行予定年月 

2020 年 3 月
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国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等使用内規の一部改正に伴う新旧対照表（案） 

新 旧 

 

 

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等使用内規 

第１条 （略） 

 （用語の定義） 

第２条  この内規において「共用研究室等」とは，次に掲げるものをいう。 

(1) 域創生総合研究棟  レンタルオフィス・レンタルラボ

(2) 産学官連携棟  レンタルオフィス・レンタルラボ

(3) 産学官連携棟  シェアオフィス

第３条 （略） 

第４条 共用研究室等 のうち，レンタルオフィス・レンタルラボ を使用する

ことができる者は，次の各号に掲げる者とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 本学の有する研究成果，技術及びノウハウを用いた企業の構成員

(5) （略）

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等使用内規 

第１条 （略） 

（新規） 

第２条 （略） 

第３条 共用研究室等を使用することができる者は，次の各号に掲げる者とす

る。 

(1)～(3) （略） 

(4) 本学の有する研究成果，技術及びノウハウを用いた ベンチャー企業の

構成員 

(5) （略）

（改正理由）

機構が管理している共用研究室の一室をシェアオフィスとして利用で

きるようにするため、所要の改正を行う。
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２ 共用研究室等のうち，シェアオフィスを使用することができる者は，前

項第１号又は第２号に規定する者で，本学の有する研究成果，技術及びノ

ウハウを用いた企業の構成員又はその起業を目指す者とする。 

 

第５条 （略） 

 

第６条 （略） 

２ 前条 第２項の規定により許可された使用期間経過後も引き続き共用研究

室等の使用を希望する者は，前条の手続きにより機構の長の許可を得なけれ

ばならない。 

 

第７条 第５条の手続きにより許可を得た者（以下「使用者」という。）は，別

紙１「使用申請書」の記載事項を変更する場合には，速やかに機構の長に申

請し，承認を得なければならない。 

 

第８条～第１４条 （略） 

 

附 則（令和 年 月 日） 

この内規は，令和  年  月  日から実施する。 

 

（新規） 

 

 

 

第４条 （略） 

 

第５条 （略） 

２ 第４条 第２項の規定により許可された使用期間経過後も引き続き共用研

究室等の使用を希望する者は，前条の手続きにより機構の長の許可を得なけ

ればならない。 

 

第６条 第４条の手続きにより許可を得た者（以下「使用者」という。）は，別

紙１「使用申請書」の記載事項を変更する場合には，速やかに機構の長に申

請し，承認を得なければならない。 

 

第７条～第１３条 （略） 
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【審議４】
令和元年6月6日 

産学官連携部門会議 承認

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等使用内規 

平成２９年１月１８日 

制        定 

 （趣旨） 

第１条 この内規は，国立大学法人琉球大学土地・建物貸与要領（以下「要領」という。） 

第２条第６号及び第５条第４項の規定に基づき，国立大学法人琉球大学地域連携推進機

構（以下「機構」という。）の共用研究スペース（以下「共用研究室等」という。）の

使用に関し，必要な事項を定める。 

 （用語の定義） 

第２条 この内規において「共用研究室等」とは，次に掲げるものをいう。 

(1) 地域創生総合研究棟 レンタルオフィス・レンタルラボ

(2) 産学官連携棟 レンタルオフィス・レンタルラボ

(3) 産学官連携棟 シェアオフィス

 （使用の目的） 

第３条 機構の長は，国立大学法人琉球大学（以下「本学」という。）における産学官連 

携活動に資する目的に限り，共用研究室等を学内外の者に使用させることができる。 

 （使用できる者の資格） 

第４条 共用研究室等のうち，レンタルオフィス・レンタルラボを使用することができる

者は，次の各号に掲げる者とする。 

(1) 本学の教員，非常勤講師及び非常勤研究員

(2) 本学の学部学生，大学院学生及び研究生

(3) 民間機関等の共同研究員

(4) 本学の有する研究成果，技術及びノウハウを用いた ベンチャー企業の構成員

(5) その他本学の産学官連携活動に資するものと機構の長が認めた者

２ 共用研究室等のうち，シェアオフィスを使用することができる者は，前項第１号又 

は第２号に規定する者で，本学の有する研究成果，技術及びノウハウを用いた企業の

構成員又はその起業を目指す者とする。 

 （使用の手続） 

第５条 共用研究室等の使用を希望する者（以下「申請者」という。）は，別紙１「使用

申請書」により機構の長に申請しなければならない。 
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２ 機構の長は，前項の申請に対し，機構共用研究室等使用審査会の議を経て，許可又は

不許可を決定し，別紙２「決定通知書」により申請者に通知する。 

３ 機構の長は，前項の通知をしたときは，機構運営会議に報告するものとする。 

 

 （使用期間） 

第６条 共用研究室等を使用することができる期間は，本学の事業年度内とする。ただし，

機構の長が特に必要があると認めた場合は，事業年度を超えて使用することができる。 

２ 第５条 前条第２項の規定により許可された使用期間経過後も引き続き共用研究室等

の使用を希望する者は，前条の手続きにより機構の長の許可を得なければならない。 

 

  

 （申請内容の変更） 

第７条 第５条の手続きにより許可を得た者（以下「使用者」という。）は，別紙１「使 

用申請書」の記載事項を変更する場合には，速やかに機構の長に申請し，承認を得なけ

ればならない。 

 

 （使用者の遵守事項） 

第８条 使用者は，要領第１０条の規定に定めるもののほか，次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

 (1) 機構の施設及び設備等の保全に努めること。 

 (2) 許可された目的にのみ使用すること。 

 (3) 使用の許可を得た者以外に使用させないこと。 

 (4) 機構の長の許可を得ずに共用研究室等の改造，模様替え，その他の工事を行わ  

  ないこと。 

 (5) 別紙３「使用要項」に従い機構の施設を利用し，事故防止に努めること。 

 (6) その他定めのない事項は本学職員の指示に従うこと。 

 

 （設備等の搬入及び搬出） 

第９条 使用者が必要な設備等を搬入するときは，あらかじめ機構の長の許可を得なけれ

ばならない。 

２ 前項の許可を得た使用者は，設備等の使用を終了したときは，速やかに当該設備等を

搬出しなければならない。 

３ 設備等の搬入，据付け及び搬出に要する経費は，使用者が負担するものとする。 

 

 （使用の報告） 

第１０条 機構の長は,必要に応じて使用者に対し，使用状況について報告を求めることが

できる。 

２ 使用者は，共用研究室等を使用して行った研究等の成果を公表する場合は，その論文

等の写しを機構の長に提出するものとする。 

 

65 / 90



 

- 3 - 

 （使用許可の取消し等） 

第１１条 機構の長は，使用者がこの内規及び別紙３「使用要項」に違反したとき，又は

機構の運営に支障を来したとき，若しくはそのおそれがあると認めたときは，その使用

許可を取消し，又は使用を一定期間停止させることができる。 

 

 （使用料及び徴収方法） 

第１２条 共用研究室等の使用料は，国立大学法人琉球大学料金規程（以下「料金規程」

という。）の定めるところによる。ただし，学長が特に必要があると認めたときは，使

用料の一部又は全部を免除することができる。 

２ 使用料の徴収方法は，料金規程に定める方法を原則とする。ただし，別紙１「使用申

請書」において半年払い又は毎月払い等の申請があり，これを許可した場合はその方法

によることができる。 

３ 既納の使用料は，返還しない。ただし，天災地変等真にやむを得ない理由により使用

を中止した場合は，使用しない期間に係る使用料を返還することができる。 

 

 （原状回復及び損害賠償） 

第１３条 使用者は，使用期間が終了したとき，又は第１０条の規定により使用許可を取

り 消されたときは，共用研究室等を原状に回復しなければならない。 

２ 使用者は，故意又は過失により機構の施設及び設備等を滅失又は毀損したときは，そ

の損害を賠償しなければならない。 

 

 （補則） 

第１４条 この内規に定めるもののほか，共用研究室等の使用に関し必要な事項は，機構運 

営会議の議を経て,機構の長が別に定める。 

 

  附 則 

１ この内規は，平成２９年１月１８日から実施し，平成２８年４月１日から適用する。 

２ 琉球大学産学官連携推進機構施設利用内規(平成２０年１０月１日制定)は，廃止する。 

   附 則（令和  年  月  日） 

この内規は，令和  年  月  日から実施する。 
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別紙１ 

 

平成  年 月  日 

 

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等 使用申請書 

 

  国立大学法人琉球大学地域連携推進機構長 殿 

 

                                               使用申請代表者 

                                                  学部・学科： 

                                              職名・氏名： 

                                                                内線（    ） 

 

    地域連携推進機構の共用研究室等を使用したいので申請いたします。 

なお、使用にあたっては機構の使用内規及び使用要項（別紙３）等を遵守します。 

 

 使用申請者記入欄 

使 用  目  的 

 

 

 

使 用  期  間 

 

平成 年 月 日～平成 年 月 日 

 

使  用   者 

（本学使用責任者） 

 

 

 

（共同研究先の企業等） 

 

 

所属： 

氏名： 

電話： 

 

所属： 

氏名： 

電話： 

 

 使用希望の建物・面積

 等 

 

 

□産学官連携棟   □地域創生総合研究棟 

□１０㎡ □１５㎡ □２０㎡  □ ３ ０ ㎡ □ ４ ０ ㎡ □ ６ ０ ㎡

□ シ ェ ア オ フ ィ ス  

□ そ の 他 (                )  

 搬入機器名及び目的 

 

 

 

 使 用 料 の 請 求 先          

 支 払 方 法 ・ 時 期          

 

 

 

□共同研究費 □受託研究費 □寄附金 □補助金・基金 

□その他（                     ） 

□請求書（宛名：                ） 

（送付先：                                  ） 

□毎月払い □一括払い □その他（          ） 

活動計画及び活動報告 

 

※活動計画書及び活動報告書を添付する。 

 

備       考 

 

 

 

 

印 
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国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等 活動計画書 

 

                    学部・学科： 

                    職名・氏名： 

                                        共用研究室等棟名室号： 

 

１．共同研究等の成果（進捗の状況・今後の展開・新事業創出の可能性等） 

①共同研究のテーマや内容等が新産業の創出に貢献する可能性 

 

②共同研究の進捗状況及び今後の進展可能性 

 

２．研究開発プロジェクトの創出（研究費確保の状況、本学への資金導入額、知財の 

活用等） 

①研究開発プロジェックト創出 

 

②本学の知財等活用 

 

③外部資金導入の可能性 

 

３．波及効果（本学及び地域（企業）等での産学官連携推進への貢献等） 

①本学の産学官連携への貢献 

 

②地域への波及効果 

 

４．使用頻度（使用日数、使用人数等）、利用方法、必要性 

①使用頻度（使用日数、使用人数等） 

 

②使用方法 

 

③必要性 

 

５．その他・特記事項 
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【使用内規第５条第２項により継続使用を申請する場合は、活動報告を行うこと。】 

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等 活動報告書 

学部・学科： 

職名・氏名： 

共用研究室等棟名室号： 

１．共同研究等の成果（進捗の状況・今後の展開・新事業創出の可能性等） 

①共同研究のテーマや内容等が新産業の創出に貢献する可能性

②共同研究の進捗状況及び今後の進展可能性

２．研究開発プロジェクトの創出（研究費確保の状況、本学への資金導入額、知財の活用 

等） 

①研究開発プロジェックト創出

②本学の知財等活用

③外部資金導入の可能性

３．波及効果（本学及び地域（企業）等での産学官連携推進への貢献等） 

①本学の産学官連携への貢献

②地域への波及効果

４．使用頻度（使用日数、使用人数等）、利用方法、必要性 

①使用頻度（使用日数、使用人数等）

②使用方法

③必要性

５．その他・特記事項 
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別紙２ 

 

                             平成 年 月 日 

             殿 

 

                  国立大学法人琉球大学地域連携推進機構長 

 

 

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等の使用について（通知） 

 

 平成 年 月 日付けで申請のあった標記のことについて、申請書に基づき下記のとおり使

用を許可します。 

 使用にあたっては,使用内規及び使用要項（別紙３）等を遵守願います。 

 

記 

 

   １．使用期間  ：平成 年 月 日～平成 年 月 日 

   ２．共用研究室等：   棟  号室（ ㎡） 

   ３．使 用 料  ：   円（   円× ㎡× 月） 

   ４．支払方法  ： 

   ５．その他   ： 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

                             平成 年 月 日 

 

             殿 

                  国立大学法人琉球大学地域連携推進機構長 

 

国立大学法人琉球大学地域連携推進機構共用研究室等の使用について（通知） 

 

 

 平成 年 月 日付けで申請のあった標記のことについて、下記のとおり使用を不許可と

します。 

記 

 

  １．不許可の理由： 

  ２．その他   ： 
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別紙３ 

産学官連携棟 使用要項 

 

１．開館時間 

①産学官連携棟の開館時間は月曜日から金曜日の８：３０～１７：００です。 

 土日祝祭日の正面玄関利用は原則、控え下さい。 

②開館時間外に正面玄関を利用したい場合は、事前に地域連携推進機構産学官連携

部門事務室まで相談下さい。 

 

２．使用上のお願い 

①産学官連携棟玄関は１７：００に施錠します。１７：００以降の使用者は、１階

裏口を利用下さい。2 階 3 階非常口は緊急用です。通常は利用しないで下さい。

裏口及び非常口はオートロックとなっております。 

②館内は禁煙です。居室や会議室内での喫煙もお止めください。 

③共用部（廊下、階段、トイレ、会議室）は週一回、清掃業者が清掃します。 

④各居室の清掃は使用者で行って下さい。ゴミは使用者が責任を持って分別し、 

火曜日の午前９：００までに 1 階トイレ横に出して下さい。こちらで回収できる

のは燃えるゴミ･燃えないゴミ･資源ゴミのみです。西原町の専用ゴミ袋を利用下

さい。 

⑤各居室の管理責任は使用者にあります。安全かつ清潔に利用して下さい。 

⑥退出時は照明・空調を消し、火気の始末、水道の蛇口、薬品等の密閉等を確認の

上、各自で居室ドアを施錠して下さい。 

⑦試薬類や備品等を持ち込むときは必ず事前に連絡し、許可を受けて下さい。特に

危険物・毒物・劇物の場合は、使用簿に使用量を記載する等、法令を遵守した適

正な管理、廃棄等を使用者で責任を持って行って下さい。 

⑧電気・水道等の節約に協力お願いします。居室を長時間離れるときは照明・空調

のスイッチを切って下さい。 

⑨施設に異常があるときは自分で直さずに、下記連絡先へご連絡下さい。 

⑩各居室のスペアキーを作成する際は、スペアキー申請書(任意様式)を事前に産学

官連携部門事務室に提出した上で作成願います。また、退去の際はスペアキーも

含め使用した鍵はすべて産学官連携部門事務室まで返却願います。 

 ⑪電話回線やネット環境につきましては、使用者で業者と手続きをして下さい。工

事業者が決まりましたら、｢設備設置工事のご提案･設置承諾書依頼｣を産学官連携

部門事務室まで提出願います。決裁終了後承諾通知が届きますので、その後工事

を進めて下さい。電話回線･ネット回線につきまして、産学官連携部門事務室が仲

介することはありませんので了承願います。 

 ⑫産学官連携棟 1 階風除室にポストを設置しております。各居室の企業名を貼って

おきますので利用下さい。郵便物に関しましては産学官連携部門事務室が預かる
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ことは一切しませんので了承下さい。また、郵便物の宛名は必ず企業名明記で届

けるよう周知願います。 

 ⑬産学官連携部門事務室は、使用者と外部の方との窓口ではありませんので、問合

せは各使用者へ直接連絡がいくよう配慮願います。 

 ⑭駐車場につきましては、使用者用に確保することは出来ません。各自周辺の駐車

場を利用下さい。お車を利用の場合は入構許可証を発行する必要がありますので、

所定の様式にて申請願います。また、産学官連携棟及び地域創生総合研究棟周辺

の来客者用駐車スペースへの駐車は控え下さい。 

 ⑮産学官連携棟 2 階 204 室隣の洗い場について、洗い物などで利用なさった後は、

周辺の水滴などを拭き取り、ゴミは水気を切ってしっかり封をし持ち帰って下さ

い。また、食器や洗剤などの使用者の私物は置かないようにして下さい。 

 

３．会議室使用につきまして 

 地域連携推進機構が保有している会議室は以下のとおりになります。 

 ①産学官連携棟 2 階 201 室 70 ㎡ 

 ②産学官連携棟 1 階ミーティングルームＡ・Ｂ オープンスペースタイプ 

 ③地域創生総合研究棟 2 階ミーティングルーム 40 ㎡ 

 ④地域創生総合研究棟 3 階ミーティングルーム 40 ㎡ 

 ⑤地域創生総合研究棟 1 階産学官交流フロア 102 ㎡※要相談 

  

機構の運営に対する要望・苦情・ご意見等については、下記にご連絡下さい。 

 

 

 

連絡先 

 地域連携推進機構産学官連携部門事務室 

TEL：098-895-8597 
  E-mail：iicc@to.jim.u-ryukyu.ac.jp 
 総合企画戦略部地域連携推進課産学連携推進係 

  TEL：098-895-8031 
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別紙３ 

地域創生総合研究棟 使用要項 

 

１．開館時間 

①地域創生総合研究棟の開館時間は月曜日から金曜日の８：３０～１７：３０で 

 す。土日祝祭日の正面玄関利用は原則、控え下さい。 

②開館時間外に正面玄関を利用したい場合は、事前に産学官連携部門事務室まで相

談下さい。 

２．使用上のお願い 

①地域創生総合研究棟正面玄関は平日１７：３０に施錠します。１７：３０以降の

利用者は、１階休日夜間出入口を利用下さい。休日夜間出入口はオートロックと

なっており暗証番号で開閉するタイプのドアです。暗証番号は産学官連携部門事

務室より一企業に付き使用責任者にお伝え致します。外部の方へ暗証番号が漏れ

ることのないよう運用につきましては十分注意し利用下さい。 

②館内は禁煙です。居室や会議室内での喫煙もお止めください。 

③共用部（エントランスホール、廊下、階段、トイレ、会議室）は週一回、清掃業

者が清掃します。 

④各居室の清掃は使用者で行って下さい。ゴミは使用者が責任を持って分別し、西

原町専用ゴミ袋を利用し、木曜日の午前９：００までに 1 階トイレ前倉庫内に出

して下さい。こちらで回収できるのは燃えるゴミ･燃えないゴミ･資源ゴミのみで

す。 

⑤各居室の管理責任は使用者にあります。安全かつ清潔に利用して下さい。 

⑥退出時は照明・空調を消し、火気の始末、水道の蛇口、薬品等の密閉等を確認の

上、各自で窓・居室ドアを施錠して下さい。 

⑦試薬類や備品等を持ち込むときは必ず事前に連絡し、許可を受けて下さい。特に

危険物・毒物・劇物の場合は、使用簿に使用量を記載する等、法令を遵守した適

正な管理、廃棄等を使用者で責任を持って行って下さい。 

⑧電気・水道の節約にご協力お願いします。光熱費、水道ガス代(研究ラボのみ)に

つきましては、各使用者負担となりますので了承願います。料金が発生する場合

は毎月請求書を発行致しますので、所定の口座へお振り込み下さい。自動引き落

としなどの対応は出来ませんので了承願います。 

⑨施設に異常があるときは自分で直さずに、産学官連携部門事務室まで連絡下さ 

 い。 

⑩居室の鍵(カードキー)につきまして 

  最大 5 枚までお渡しします。産学官連携部門事務室にてカードに使用者情報を入

力後お受け取りください。5 枚以上必要となっても産学官連携部門事務室では追

加配布致しません。紛失の際は必ず産学官連携部門事務室まで連絡願います。カ

ード情報を抹消致します。また、紛失された場合でもカードの追加配布はござい
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ませんので紛失にはお気を付け願います。紛失の場合はカード作成料を弁償して

頂きますのでご了承願います。 

  退去の際は使用した全てのカード情報を抹消します。産学官連携部門事務室に 

 返却下さい。 

 ⑪電話回線やネット環境につきましては、使用者で業者と手続きをして下さい。工

事業者が決まりましたら、｢設備設置工事のご提案･設置承諾書依頼｣を産学官連携

部門事務室まで提出下さい。決裁終了後承諾通知が届きますので、その後工事を

進めて下さい。電話回線･ネット回線につきまして、産学官連携部門事務室が仲介

することはありませんので了承願います。 

 ⑫地域創生総合研究棟 1 階風除室にポストを設置しております。各居室の部屋番号

・企業名を貼っておきますので利用下さい。郵便物に関しましては産学官連携部

門事務室が預かることは一切しませんので了承下さい。また、郵便物の宛名は必

ず企業名明記で届けるよう周知願います。 

 ⑬産学官連携部門事務室は、使用者と外部の方との窓口ではありませんので、お問

合せは各使用者へ直接連絡がいくよう配慮願います。 

 ⑭駐車場につきましては、使用者用に確保することは出来ません。各自周辺の駐車

場を利用下さい。車を利用の場合は入構許可証を発行する必要がございますので、

所定の様式にて申請願います。また、産学官連携棟及び地域創生総合研究棟周辺

の来客者用駐車スペースへの駐車は控え下さい。 

 ⑮地域創生総合研究棟 2 階 3 階の給湯室について、洗い物などでご利用なさった後

は、周辺の水滴などを拭き取り、ゴミは水気を切ってしっかり封をしゴミ箱にお

捨て下さい。また、食器や洗剤など給湯室には使用者の私物は置かないようにし

て下さい。 

３．会議室利用につきまして 

 地域連携推進機構が保有している会議室は以下のとおりになります。 

 ①産学官連携棟 2 階 201 室 70 ㎡ 

 ②産学官連携棟 1 階ミーティングルームＡ・Ｂ オープンスペースタイプ 

 ③地域創生総合研究棟 2 階ミーティングルーム 40 ㎡ 

 ④地域創生総合研究棟 3 階ミーティングルーム 40 ㎡ 

 ⑤地域創生総合研究棟 1 階産学官交流フロア 102 ㎡※利用については要相談 

 機構の運営に対する要望・苦情・ご意見等については、下記にご連絡下さい。 

 

連絡先 

 地域連携推進機構産学官連携部門事務室 

TEL：098-895-8597 
  E-mail：iicc@to.jim.u-ryukyu.ac.jp 
 総合企画戦略部地域連携推進課産学連携推進係 

  TEL：098-895-8031 
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C O R A L  I S L A N D S

P R E S S

I N F O R M A T I O N

会の発展に寄与することを目的とした包括
連携協定を結び、一緒になってさまざまな
取り組みを行っています。
　例えばJTA社員を本学の講師としてお招きし、沖縄におけ
る航空の役割や事業を通じた地域振興についてお話しいただい
たり、学生提案型の商品開発を指導していただいたりと、特に
教育面での連携が進んでいます。今年の3月には、本学の取り
組みを紹介し、琉球大学を体感してもらうイベントとして、「琉
球大学未来共創フェア2019」をはじめて開催しました。その際、
JTAには本学との連携事業を紹介していただいたほか、お子
さんを対象とした模擬操縦体験や客室乗務員体験を実施してい
ただき、大盛況でした。

こで改めて琉球大学のことを紹介します。本学は7つの
学部、9つの大学院研究科、そして附属病院などを擁す

る国立の総合大学です。「地域とともに豊かな未来社会をデザ
インする大学」を目指し、幅広く教育・研究・地域貢献活動に
取り組んでいます。特に地域特性を活かした生物多様性研究、
海洋科学・島

と う

嶼
し ょ

地域科学研究、健康長寿科学研究、琉球・沖縄
文化研究といった分野における成果は、世界的にも注目されて
います。
　次号以降は、本学の成り立ちや特色ある教育・研究・地域貢
献活動、本学発のブランド商品などを紹介していきますので、
どうぞご期待ください。このコラムを通して、琉球大学を身近
な存在と感じていただければ幸いです。

西田 睦 （琉球大学長、農学博士）文・

地域とともに
豊かな未来社会を

デザインする大学を目指して!

琉大のキャンパスから 琉球大学×JTA

イサイ！ 琉球大学長の西田 睦
むつみ

です。
本学とJTAとは2018年7月に地域社ハ

こ

上／今年3月に開催した
「琉球大学未来共創フェア
2019」で、JTAが行った模
擬操縦体験。

左／西原町にある広大な琉
球大学のキャンパス。

1

※タイトル横の「コミュニケー
ションマーク」は、気軽に琉球大
学をアピールするためのマークと
して、2018年に作成しました。

55 Coralway 2019 Mahae

【報告２】 
令和元年５月９日 

地域連携企画室会議　承認
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令和元年５月２２日 

安全衛生委員会委員長 殿 

地域連携推進機構長 

産業医巡視指摘事項の改善について（報告） 

平成３１年３月１日付け事務連絡で通知のありました標記のことについて、下記のとお

り報告いたします。 

記 

指摘事項１：高圧ガスボンベ設置場所、有機溶剤使用・保管場所の表示がない。 

（203号室、204号室、206号室） 

→（改善案）入口ドアに高圧ガスボンベ、有機溶剤使用・保管場所の表示をして下さい。 

改善：入口ドアに高圧ガスボンベ、有機溶剤使用・保管場所の表示した。（写真１，２，３） 

写真１    写真２  写真３ 

指摘事項２：地域創生総合研究棟産学官交流フロア（１階）にＡＥＤが設置されていない。 

→（改善案）建物内に AEDが設置されていませんので、学内 AEDマップの設置をお願いしま

す。 

改善：地域創生総合研究棟正面玄関付近に学内 AEDマップを設置した。（写真４） 

写真４ 

【報告３】

令和元年 6 月 6 日 
産学官連携部門会議 承認
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指摘事項３：廃液ボトルについて（206号室） 

→（改善案）排液漏れ対策にためにトレイを活用して下さい。 

改善：排液漏れ対策のため、トレイを設置した。 

（写真５） 

写真５ 

指摘事項４：高圧ガスボンベの固定について（206号室） 

→（改善案）固定台に固定して下さい。 

改善：206号室の高圧ボンベを固定台のある 203号室に移動し、固定した。（写真６） 

写真６ 

指摘事項５：薬品庫の転倒防止対策が行われていない（206号室） 

→（改善案）薬品庫の固定をお願いします。 

改善：固定シートで壁に固定した。（写真７，８） 

写真７  写真８ 
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指摘事項６：有機溶剤の保管棚がガラス扉になっており、また、施錠されていない。 

（206号室） 

→（改善案）ガラス扉の補強と施錠をお願いします。 

改善：扉を施錠し、ガラス扉については、ガラスの飛散防止のため段ボールで補強した。 

（写真９） 

 

写真９ 

 

指摘事項７：分電盤の前に物品が置かれている。（206号室） 

→（改善案）分電盤の前には物品を置かないでください。 

改善：物品を撤去した。（写真１０） 

 
写真１０ 

 

指摘事項８：スチール棚の転倒防止対策が行われていない。（203号室） 

→（改善案）棚の固定をお願いします。 

改善：固定シートで固定した。（写真１１） 

 

写真１１ 
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指摘事項９：ガスの定期自主点検が未実施。（203号室） 

→（改善案）月 1回の自主点検を行って下さい。 

改善：点検表を作成し、毎月点検を実施するよう利用者に義務づけた。（写真１２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

指摘事項１０：高圧ガスボンベが固定されていない。（204号室） 

→（改善案）固定台に固定して下さい。 

改善：204 号室には CO2ガスボンベが 2 本あり、1 本は使用中、もう一本は予備であった。 

使用中の 1 本は固定し(写真１３)、予備については固定装置のスペースがないので近

日中に撤去する。現在、撤去までの仮対策として紐で固定し転倒を防ぐ対策を取って

いる。(写真１４、１５) 

    
写真１３         写真１４       写真１５ 
指摘事項１１：薬品庫が設置されていない。（204号室） 

→（改善案）薬品庫の設置が必要です。 

改善： 薬品庫を置くためのスペースがないため、対応策として劇・毒物は 204 号室に保管

せず、教育学部 4 階 照屋研究室内にある薬品庫に移動した。薬品庫に保管する必要

がない試薬類は棚で保管する。（写真１６） 
今後の対応策として、利用者と省スペースの薬品庫設置について調整していく。 
 

 
 

写真１２ 

写真１６ 
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令和元年6月14日以降 各室・部門の当面の活動予定（主要事項）について

※前回からの追記事項は赤字

組織名 主要事項

○目的別人材育成プログラムの開発・実施（地域企業（自治体）お題解決プログラム(前学期火４限））

○地域協働プロジェクト推進事業（継続）の採択（役員会(6/19(予定)）

○地域連携推進機構の機能強化に向けた体制整備についての検討
（地域連携に関するワンストップ窓口機能の整理含む）

○交流人材バンク設置に向けた検討（機能，体制，規則等）

○地域貢献活動に関する情報収集および広報の在り方についての検討

○包括連携協定締結に向けた検討・調整
・沖縄県中小企業家同友会　※調整中

○沖縄県「イノベーション創出人材育成事業」の遂行

〇沖縄県「沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業」の遂行

〇産学官金スタートアップ支援事業の遂行
　審査委員会：令和元年度6月24日（月）9:30-12:00

25日（火）9:30-11:30　場所：地域創生総合研究棟1F

〇琉球大学ブランド商品開発支援事業の遂行
　審査委員会：令和元年度6月18日（火）13:00-15:30　場所：産学官連携棟201研修室

〇九州・大学発ベンチャー振興シーズ育成資金に関する学内公募
　審査委員会：令和元年度6月18日（火）13:00-15:30　場所：産学官連携棟201研修室

〇公開講座・公開授業の講習料にかかる調整（継続）

〇平成３１年度公開講座・公開授業の実施に向けて講座・授業の募集

○地域志向科目の全学必修化に向けた取組

○地域創生副専攻の運営

○「地域創生のための商品開発入門」（前学期火曜日４限）

○「グローカル実践演習Ⅰ」（前学期火曜５・６限）

○「現代沖縄の地域振興」（前学期水曜日４限）

○ＪＴＡ寄付講義「沖縄の航空事業と地域振興」（前学期木曜日３限）

○沖縄美ら島財団寄付講義「沖縄美ら島地域資源活用論」（前学期木曜日４限）

○「地域創生のためのデジタルマーケティング入門」（前学期金曜日２限）

○「キャリア関係特別講義Ⅴ」（前学期集中講義・金曜日３～５限）

○地域共創型学生プロジェクト「ちゅらプロ」（学内公募）の公募（7月中旬頃公募開始予定）

○正課外地域実践プロジェクト（学内公募）の公募（7月中旬頃公募開始予定）

○地域共創による地域志向実習（久米島、宮古島、石垣、うるま、南城、宜野湾、西原）

○第３７回ＲＣＣ事業本部会議（地域志向トライアル経費の採択）

地域連携企画室

産学官連携部門

生涯学習推進部門

1 / 1

【報告４】 
令和元年６月１３日 

総合企画戦略部　地域連携推進課　作成
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参考資料１

地域連携推進機構運営会議 委員名簿

（平成３１年４月１日時点）

所属・職名 氏名 区分 備考

1
機構長

（理事・副学長（地域・社会連携担当）） 牛窪
うしくぼ

　潔
きよし

１号委員 議長

2
副機構長 兼 産学官連携部門長

（副学長・副理事（産学官連携担当）） 竹村
たけむら

　明洋
あきひろ

２号委員 議長代行

3
地域連携企画室長

（生涯学習推進部門　教授） 背戸
せ と

　博史
ひろふみ

３号委員

4
生涯学習推進部門長

（生涯学習推進部門　教授） 背戸
せ と

　博史
ひろふみ

４号委員

5 産学官連携部門　准教授 玉城
たまき

　理
おさむ

５号委員 専任教員

6 生涯学習推進部門　准教授 柴田
し ば た

　聡史
さ と し

５号委員 専任教員

7 地域連携企画室　特命准教授 小島
こ じ ま

　肇
はじめ

６号委員 特命教員

8 地域連携企画室　特命准教授 島袋
しまぶくろ

　亮道
あきみち

６号委員 特命教員

9 地域連携企画室　特命准教授 畑中
はたなか

　寛
ひろし

６号委員 特命教員

10
産学官連携部門　教授

（工学部　教授） 瀬名波
せ な は

　出
いずる

７号委員
併任教員
(任期：2019年４月1日～)

11
産学官連携部門　教授

（理学部　教授） 眞榮平
ま え ひ ら

　孝裕
たかひろ

７号委員
併任教員
(任期：2019年４月1日～)

12 総合企画戦略部長 新田
に っ た

　早苗
さ な え

９号委員

13 総合企画戦略部 地域連携推進課長 金城
きんじょう

　徹
とおる

１０号委員

14

15
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国立大学法人琉球大学地域連携推進機構規則

  平成２８年２月２３日 

制        定 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人琉球大学組織規則第１６条第２項の規定に基づき，国

立大学法人琉球大学地域連携推進機構(以下｢機構｣という。）の組織及び運営に関し必要

な事項を定める。 

（目的） 

第２条 機構は，国立大学法人琉球大学（以下「本法人」という。）における地域連携，

産学官連携及び生涯学習推進に関わる戦略を全学的かつ一体的な観点から確立し，地域

社会における人材の育成，産業振興に貢献するとともに地域連携の諸活動を通して本法

人における教育研究活動の活性化を図ることを目的とする。 

（部門等） 

第３条 前条の目的を達成するため，機構に次の室，部門，系及びセンターを置く。 

(1) 地域連携企画室

(2) 産学官連携部門

ア 研究開発支援系

イ 知的財産系

ウ 起業支援系

(3) 生涯学習推進部門

ア 社会教育系

イ 地域志向教育系

２ 前項１号の地域連携企画室に交流人材センターを置く。 

３ 交流人材センターに関し必要な事項は，別に定める。 

 （業務） 

第４条 機構においては，次に掲げる業務を行う。 

(1) 地域連携企画室

ア 機構全体の統括，方向性に関すること。

イ 機構内の組織間の協働体制の構築に関すること。

ウ 機構とグローバル教育支援機構，研究推進機構及び学部・研究科等との協働体制の

構築に関すること。

エ 機構と産学官をはじめとする多様な組織との協働体制の構築に関すること。

オ 学内外への地域連携に係る広報戦略策定と実施に関すること。

カ 産学官民からの協力要請及び要望等に関する総合窓口に関すること。

(2) 産学官連携部門

ア 民間機関等との共同研究，受託研究その他研究開発の支援に関すること。

イ 民間機関等の技術者及び学生等への技術教育の実施及び援助に関すること。

ウ 知的財産の創生，内容評価，特許出願，管理及び活用に関すること。

エ 知的財産の契約及び係争に関すること。

オ 知的財産の補償，表彰及び啓発普及に関すること。

カ 知的財産の技術移転に関すること。

キ 知的財産及びノウハウを活用した大学発ベンチャーの起業支援に関すること。

ク その他産学官連携の推進に関すること。

参考資料２
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(3) 生涯学習推進部門

ア 生涯学習体系に資する教育・研究に関すること。

イ 公開講座及び公開授業の計画・実施の支援に関すること。

ウ 本法人が有する生涯学習に資する機能の開放に関すること。

エ 地域志向教育の推進に関すること。

オ 地域人材の育成に関すること。

カ 他の教育機関及び地域の生涯学習機関等との連携・協力に関すること。

キ その他生涯学習に関すること。

（組織） 

第５条 機構に，次の各号に掲げる職員を置く。 

(1) 機構長

(2) 副機構長

(3) 室長

(4) 部門長

(5) 専任教員

(6) 特命教員

(7) 併任教員

(8) コーディネーター

(9) その他の職員

（機構長) 

第６条 機構に，機構長を置き，地域連携を担当する理事をもって充てる。 

２ 機構長は，機構の業務を掌理し，統括する。 

（副機構長） 

第７条 副機構長は，機構長の職を補佐するとともに，機構長に事故があるとき又は欠け 

たときは，その職務を代行する。 

２ 副機構長は，本法人の副理事又は教員の中から機構長の推薦に基づき，学長が任命す

る。 

３ 副機構長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし欠員が生じた場合の後任者の任 

期は，前任者の残任期間とする。 

（室長） 

第８条 室長は，当該室の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 室長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 室長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，室長に欠員が生じた場合の後任 

者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（部門長） 

第９条 部門長は，当該部門の業務を掌理するとともに，機構長の職務を補佐する。 

２ 部門長は，本法人の教員の中から機構長の推薦に基づき学長が任命する。 

３ 部門長の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，部門長に欠員が生じた場合の 

後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（地域連携推進会議） 

第１０条 機構の運営並びに全学の地域貢献及び地域連携等に関する事項を審議するた

め，地域連携推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

87 / 90



２ 推進会議に関し必要な事項は，別に定める。 

（地域連携推進協議会） 

第１１条 機構に対する評価・助言等を行うため，地域連携推進協議会を置く。 

２ 地域連携推進協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

（運営会議） 

第１２条 機構の運営に関わる基本方針の策定を行うため，地域連携推進機構運営会議（以 

下「運営会議」という。）を置く。 

（審議事項） 

第１３条 運営会議は，次に掲げる事項の基本方針の策定について審議する。 

 (1) 機構の管理運営に関すること。 

 (2) 機構の教員人事（教員選考に係る部分を除く。）に関すること。 

 (3) 機構の事業計画に関すること。 

 (4) その他機構に関すること。 

 （運営会議の組織）  

第１４条 運営会議は，次に掲げる委員で構成する。 

(1) 機構長 

(2) 副機構長 

(3) 室長 

(4) 部門長 

(5) 専任教員 

(6) 特命教員 

(7) 機構長が指名する併任教員 若干人  

(8) コーディネーター 

(9) 総合企画戦略部長 

(10)地域連携推進課長 

(11)その他機構長が必要と認めた者 

２ 前項第７号及び第１１号の委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が

生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（議長） 

第１５条 運営会議に議長を置き，機構長をもって充てる。 

２ 議長は運営会議を招集し，主宰する。 

３ 議長に事故があるとき又は欠けたときは，副機構長がその職務を代行する。 

 （議事） 

第１６条 運営会議は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 議決を要する事項については，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の 

決するところによる。 

３ 議長が必要と認めるときは，委員以外の者を運営会議に出席させ，意見を聴くこと 

ができる。 

 （専門委員会） 

第１７条 機構に専門的事項を審議するため，専門委員会を置くことができる。 
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（事務） 

第１８条 機構に関する事務は，総合企画戦略部地域連携推進課において処理する。 

（雑則） 

第１９条 この規則に定めるもののほか，機構の運営に関し必要な事項は，推進会議の承

認を得て機構長が別に定める。 

（改廃）  

第２０条  この規則の改廃は，推進会議の議を経て学長が行う。 

附 則 

１ この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 琉球大学産学官連携推進規則（平成２０年４月２２日制定）は，廃止する。 

３ 琉球大学生涯学習教育研究センター規則（平成９年３月２５日制定）は，廃止する。 

４ 琉球大学地域貢献推進委員会規程（平成１４年６月２５日制定）は，廃止する。 

 附 則（平成３０年３月３０日） 

この規則は，平成３０年４月１日から施行する。
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参考資料２

嘉目　克彦

（監事　※陪席）

眞榮平　孝裕 竹村　明洋

（産学連携推進部門）
（副機構長　兼
産学連携推進部門長）

金城　徹 牛窪　潔

（総合企画戦略部
地域連携推進課長）

（機構長）

新田　早苗 背戸　博史

（総合企画戦略部長）
（地域連携企画室長　兼
生涯学習推進部門長）

畑中　寛 島袋　亮道

（地域連携企画室） （地域連携企画室）

入　口

（欠席）

陪

席

令和元年度第６回 地域連携推進機構運営会議 座席表

令和元年６月１４日（金） １４：００～１６：００

（本部管理棟２階 第二会議室）

陪

席

小島　肇
（地域連携企画室）

柴田　聡史
（生涯学習推進部門）

玉城　理
（産学連携推進部門）

瀬名波　出
（産学連携推進部門）
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